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発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針及び関連の指針類に 

反映させるべき事項について（とりまとめ） 

 

平 成 ２ ４ 年 ３ 月 １ ４ 日 

原子力安全基準・指針専門部会 

地震・津波関連指針等検討小委員会 

 

１．検討の経緯 

地震・津波関連指針等検討小委員会は、平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖

地震（以下「東北地方太平洋沖地震」という。）及びそれに伴う津波等に係る知見並び

に東京電力株式会社福島第一原子力発電所における事故の教訓を踏まえ、「発電用原子

炉施設に関する耐震設計審査指針」（平成１８年９月１９日原子力安全委員会決定、以

下「耐震設計審査指針」という。）及び関連の指針類に反映させるべき事項について検

討を行うことを目的として、平成２３年６月２２日に原子力安全基準・指針専門部会の

下に設置され、同年７月から平成２４年３月まで検討を行った。 

その結果として、現在までに得られた知見や教訓を踏まえて、耐震設計審査指針の改

訂案及び同指針の運用・解釈を明確にすることを目的とした「発電用原子炉施設の耐震

安全性に関する安全審査の手引き（平成２２年１２月２０日原子力安全委員会了承）」

の改訂案をとりまとめた。 

 

２．検討項目 

（１）耐震設計審査指針及び関連の指針類に反映させるべき事項 

これまでに蓄積された知見や、東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波等に係る

知見並びに事故の教訓を踏まえ、耐震設計審査指針及び関連の指針類における当面の

改訂内容並びに長期的な改訂の方向性及びその改訂内容について検討した。 

  

（２）その他、重要と認められる事項 

耐震設計審査指針及び関連の指針類の見直しに関して、その他重要と認められる事

項について検討を行った。 

 

３．検討の進め方 

当小委員会は、耐震設計審査指針等の見直しの具体的検討に先立ち、地震調査研究推

進本部、中央防災会議、国土交通省等の他機関での検討状況を踏まえつつ当面の検討内

容並びに進め方について検討を行い、「地震・津波関連指針等検討小委員会における検討

方針について」を作成し、同方針に沿って以下のとおり検討を進めた。 

○発電用原子炉施設の耐震安全性の確保の観点から、東北地方太平洋沖地震及びそれ

に伴う津波等の観測記録や得られた知見を踏まえて検討を行うことが重要であるた

め、国内外の様々な最新の研究成果や調査結果等について当小委員会構成員が説明

し、これらを踏まえて検討を行った。 

参考２ 
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○地震調査研究推進本部、中央防災会議、国土交通省や関連する学協会等では、東北

地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波等の要因の分析や各種の研究等が実施され、

それらを踏まえて地震・津波対策等に関する様々な検討が実施されている。検討に

当たっては、これらの他機関から説明を受け、検討を行った。 

○東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波等の原子力施設に対する影響を正確に把

握する必要性から、原子力安全・保安院及び原子炉設置者等から説明を受けるとと

もに、今回の津波の被害を受けた東北電力株式会社女川原子力発電所の現地調査を

行った。 

○これまでの耐震バックチェックで得られた経験、知見を踏まえ検討を行った。 

 

４．検討結果 

別紙１に「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（改訂案）」及び別紙２に「発

電用原子炉施設の耐震安全性に関する安全審査の手引き（改訂案）」を添付する。また、

以下に耐震設計審査指針等の見直しの主なポイントを示す。 

 

４．１ 名称変更について 

現行の耐震設計審査指針において、津波については地震随伴事象として取り扱ってき

た。今般、津波については、耐震設計審査指針の中で別途、独立した項目立てを行い、

津波評価に必要な規定を設けることとしたことから、耐震設計審査指針の名称を内容に

即したものとすることとし、地震及び津波に対する安全設計の審査指針であることが明

示的になるよう「発電用原子炉施設に関する地震・津波に対する安全設計審査指針」（以

下「地震・津波審査指針」という。）に改めるべきとした。また、同指針の名称の変更

に伴い、「発電用原子炉施設の耐震安全性に関する安全審査の手引き」を「発電用原子

炉施設に関する地震・津波に対する安全審査の手引き」（以下「手引き」という。）に

改めるべきとした。 

 

４．２ 地震動評価について 

地震動評価については、地震調査研究推進本部における東北地方太平洋沖地震等に係

る検討状況を聴取するとともに、マグニチュード(M)9.0の地震が想定できなかった理由

等について検討し、それらを踏まえて地震動評価をする上で必要な耐震設計審査指針等

の見直しについて検討を行った。一方、東北地方太平洋沖地震等の発生を受けて、国内

外において様々な調査研究が行われているが、これら調査研究は研究途上にあり、地震

の発生機構等も十分に解明されていない状況にある。このことから、耐震設計審査指針

等における具体的な見直し事項は必ずしもすべてが明確となっていないが、現時点で得

られた知見等を踏まえ、可能な範囲で見直しを行った。 

 

 （１）プレート間地震及び海洋プレート内地震に係る規定 

現行の耐震設計審査指針は内陸地殻内地震に係る規定が主体であるが、東北地方

太平洋沖地震等に関する現状の知見を踏まえ、プレート間地震及び海洋プレート内



3 
 

地震における震源領域や地震規模等の不確かさ（ばらつき）の考慮についても明示

的に規定する必要があることから、地震・津波審査指針及び手引きにおいて、当該

規定を追加すべきとした。 

 

（２）プレート境界で発生した巨大地震の世界の事例の考慮について 

基準地震動Ssの策定に関しては、沈み込みプレート境界では過去の事例の有無や

場所に関わらず巨大地震の発生が否定できないことを踏まえ、地震・津波審査指針

及び手引きにおいて、地震発生機構やテクトニクス的背景が類似のプレート境界で

発生した巨大地震の世界事例を地震動評価において考慮するための規定を追加すべ

きとした。 

 

（３）地殻変動の考慮 

地殻変動については、耐震バックチェックにおいて既に考慮がされてきた。しか

しながら、手引きにおいて地盤の支持性能の評価に必要な事項が規定されているも

のの、東北地方太平洋沖地震のような巨大な地震に伴って発生する可能性があると

想定される地殻変動による施設の安全性確認については必ずしも明確には規定され

ていない。地殻変動は地震現象に伴う重要な現象であり、津波評価及び地盤の安定

性評価をする上で考慮すべき重要な事項であるとの観点から、地震・津波審査指針

の基本方針において、地殻変動の考慮を明確に位置づけるとともに、地盤の支持性

能の評価に係る事項を規定すべきとした。 

 

（４）多種多様な地震像の検討 

東北地方太平洋沖地震の発生後、東日本を中心に多くの余震や誘発地震が発生し

ている。特に巨大な地震後においては、多種多様な地震をイメージすることが必要

との指摘がなされ、検討用地震の選定にあたって、これをどのように反映をさせる

か等について議論が行われ、以下の点が主要な論点となった。 

①余震や誘発地震に関して、一つの地震の揺れが収まった後に発生する地震（地

震の連続発生）の考慮については、基準地震動Ssに影響がないことから、それ

ぞれ個別の地震動として検討されるべきであるとの意見があった。また、施設

の設計においては、策定された地震動を連続で入力し、解析することが可能で

あり、繰り返し荷重として施設の設計において考慮されるべき事項であるとの

意見があった。その際、地盤や施設の非線形応答の永久ひずみ（変形）を考慮

した検討の必要性等が今後の課題である。 

②地震の連続発生で検討の必要があるものは、基準地震動Ssに影響が考えられる

ケースである。現時点では、同じ地震発生様式における連動等は考慮されてい

るが、ある地震の継続時間中にその地震がトリガー（何らかの物理的因果関係

がある）となって別の地震が発生することは考慮されていない。このため、異

なる地震発生様式の地震がほぼ同時（応力が伝播する時間遅れを考慮）に発生

する可能性を考慮すべきかどうかについて検討した。 
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上記のケースの事例としては、海外での事例としてプレート間地震とプレー

ト内地震の同時発生（2009年サモア沖地震）がある。また、プレート内地震や

プレート間地震がトリガーとなって内陸地殻内地震の発生が起こりえるか等に

ついて検討を行い、起こらないという積極的理由はなく、検討することは必要

との意見があった。一方、確率的には非常に小さいと考えられる事象を考慮す

ることは過大な要求にならないかとの趣旨の意見もあった。 

東北地方太平洋沖地震を踏まえると、多種多様な地震像を検討することは重

要ではあるが、地震発生に伴う応力伝播によって、異なる発生様式の地震の発

生の検討は、科学的知見に基づいて発生可能性を検討し、検討結果を踏まえて

評価を行う必要がある。 

 

上記の論点をはじめ、異なる意見もある中で、東北地方太平洋沖地震等の知見を

踏まえると、様々な地震像を検討することは重要であるとの観点から、手引きにお

いて、地震発生に伴う応力伝播によって、異なる発生様式の地震が発生する可能性

について、科学的知見に基づき検討することを規定すべきとした。 

 

（５）活断層認定における不確かさの考慮 

これまでの安全審査や耐震バックチェックを踏まえた課題として、活断層の認定

に係る判断について議論がなされた。その結果、手引きにおいて、活断層の認定に

おける不確かさ（ばらつき）の考慮について追加規定することとした。なお、本検

討のポイントについては「４．４ 耐震設計審査指針等の運用について」に記載し

た。 

 

（６）活断層の認定における応力場の検討の留意事項 

現行の手引きにおいては、後期更新世の地形面や地層が分布しない場合には、さ

らに古い年代の地形及び地質、地質構造、応力場等を総合的に検討し活断層の認定

を行う必要があるとの規定がされている。 

東北地方太平洋沖地震及びその後の誘発地震や地殻変動等の知見並びに耐震バ

ックチェックでの課題等を踏まえ、手引きにおいて、活断層の認定における応力場

の検討の留意事項を規定することとした。なお、本検討のポイントについては「４．

４ 耐震設計審査指針等の運用について」に記載した。 

 

４．３ 津波評価について 

（１）津波評価に係る項目立て 

現行の耐震設計審査指針において、津波は地震随伴事象として取り扱ってきたが、

世界の津波事例や津波の発生機構等から考えると、プレート境界で大きなすべりに

より強い揺れと大きな津波を生成する地震や海溝近傍で発生し強い揺れを伴わない

が大きな津波を生成する津波地震、海域の地殻内地震に加えて、火山の山体崩壊、

地すべり等が大きな津波の発生要因となっていることから、地震・津波審査指針及
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び手引きにおいて、地震随伴事象として取り扱うのではなく、別途、独立した項目

立てを行い、津波評価に必要な規定を設けるべきとした。 

 

（２）基準津波の策定 

地震・津波審査指針及び手引きにおいては、施設の安全設計において基準とする

津波の策定及びそれに対する安全設計方針について規定することとし、施設の供用

期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があり、施設に大きな影響を与える

おそれがあると想定することが適切な津波を基準津波とした。検討にあたっては、

中央防災会議、地震調査研究推進本部、国土交通省の検討の内容や、世界の津波事

例、津波の発生機構等を踏まえ検討を進めた。 

東北地方太平洋沖地震に伴う津波は従来の想定を大きく上回り、甚大な被害を発

生させた。地震・津波審査指針及び手引きにおいて、今後は、最新の知見に基づき、

十分な不確かさ（ばらつき）を考慮していくべきであるとした。また、地震動評価

が活断層調査等に基づいて行われるのに対し、敷地周辺の津波痕跡調査等だけでは

必ずしも最大規模の津波を想定できるとは限らないこと等を踏まえ、地震・津波審

査指針及び手引きにおいて、基準津波は、津波の発生機構を踏まえて最大規模の津

波を発生させる波源を考慮し、津波の伝播の影響等を検討した上で施設に大きな影

響を与えるおそれがあるものとして策定すべきとした。その際、津波波源の設定は、

国内及び世界の津波事例を踏まえ、その発生機構やテクトニクス的背景の類似性を

考慮した上で検討を行うことを基本とすべきとした。また、設定した津波波源から

計算される津波高を超える痕跡が敷地周辺にないことを確認すべきとした。 

 

（３）津波に係る調査 

手引きにおいて、津波の発生要因に係る調査、波源モデルの設定等に必要な調査、

敷地周辺に来襲した可能性のある津波に係る調査、津波の伝播経路に係る調査及び

砂移動の評価に必要な調査を規定すべきとした。 

 

（４）津波に対する安全性評価 

地震・津波審査指針及び手引きにおいて、基準津波に対して、施設設置位置（敷

地高さ※）や津波に対する防御施設の設置等により敷地に津波を浸入させないこと

を基本とし、安全性評価の確認事項や評価に際しての留意事項等について規定すべ

きとした。 

なお、機能上、海水の流入を防ぐことが困難な取水、放水施設の開口部等からの

敷地内の浸水は、施設の安全機能が影響を受けない範囲とすることが必要である。 

    ※「敷地高さ」とは、原子炉の設置の許可の申請書に記載された敷地造成高等をいう。 

 

（５）浸水に対する考慮 

自然科学の観点からは、最新の知見を踏まえ、科学的合理性を持って策定された

基準津波を超える津波が原子力発電所に来襲する可能性は否定できない。その場合
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においても、周辺公衆に対し、放射線被ばくによる災害を及ぼすことのリスクを抑

えるよう措置されなければならないとした。 

基準津波を超えた場合についての具体的検討については、別途、原子力安全委員

会において検討が行われ、「発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント

対策について（想定を超える津波に対する原子炉施設の安全確保の基本的考え方）

（平成２４年３月１２日原子力安全委員会）」としてまとめられた。 

 

なお、当小委員会において、地震・津波審査指針の範囲外ではあるが、津波が敷

地に浸入した場合に対する検討を行う上で重要な以下の指摘がなされた。 

○敷地に浸入した場合の津波挙動を把握するためのシミュレーションを行い、津

波が施設（建屋だけでなく、周辺の設備/機器も含む。）に及ぼす波力（押し波・

引き波）や、津波が敷地に浸入した場合の浸入経路、浸水深、継続時間、漂流

物の衝突による影響等を評価し、津波が敷地に浸入した場合であっても、津波

によって直接的・間接的に施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがない

よう適切な設計上の考慮をすることが必要である。その際、以下の点に留意す

る必要がある。 

・津波による建物への影響を検討する上では、浸水深、流速、波力等を見積も

ることが重要であり、津波が来襲した際の写真や映像解析、漂流物の挙動等

の情報の活用が有効である。 

・津波高が施設設置位置（敷地高さ）を超えた場合に、施設の安全機能上重要

な設備・機器等がそれ以外の設備・機器等により波及的影響を受けて破損す

ることのないよう適切な設計上の考慮をすることが必要である。 

・可燃物漏えい等による発火や引火が生じないよう設計上の考慮をすることが

必要である。 

 

４．４ 耐震設計審査指針等の運用について 

耐震設計審査指針等の見直しに当たっては、東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津

波等に係る知見並びに東京電力株式会社福島第一原子力発電所における事故の教訓を踏

まえた検討に加え、これまでの安全審査や耐震バックチェックでの問題点、課題等につ

いても議論した。 

特に耐震バックチェックの状況を踏まえると、原子炉設置者の調査結果の審議の中で、

データの不確実性の評価に多大な時間を要することにより施設側の対応が遅れてしまう

ことの問題や、東北地方太平洋沖地震により誘発されたと考えられる内陸地殻内地震に

伴う地表地震断層と耐震バックチェックでの耐震設計上考慮する活断層の認定に関して

の問題等を取り上げた。 

 

（１）活断層調査においては、必要な調査を行っても、活断層の存否や断層長さ等につ

いての不確かさが残ることから、確からしさをもって判断ができない場合がある。

このため耐震バックチェックでは、耐震設計上考慮する活断層の認定の確認、判断
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の過程において、専門家の指摘に対する原子炉設置者の対応に時間を要する場合や

専門家の意見が一致しない等によって、議論に相当の時間を要してきた。 

重要なことは“施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定することが適切な

地震動”を策定することであり、活断層の認定における不確かさが明確に示され、

それらの不確かさが地震動評価において検討されることが重要である。 

上記のことから、活断層の認定における不確かさ（ばらつき）の考慮として、手

引きにおいて、「耐震設計上考慮する活断層の認定には、必要な調査を行っても不確

かさ（ばらつき）が存在する。活断層の認定に当たっては、不確かさを考慮した判

断を行うこと。」を追加規定すべきとした。なお、過剰な不確かさが見積もられるこ

とのおそれがあること等、運用面で懸念があるが、これに関しては、当然、見積も

られる不確かさは科学的根拠を持って示されるべきものである。 

 

（２）東北地方太平洋沖地震の発生以降、東北地方から関東地方等では、従来、顕著な

地震活動がほとんど観測されていなかった地域において地震活動が活発化し、東日

本では起こりにくいとされてきた正断層型の地震も多く発生するようになった。こ

の一例として福島県浜通りにおいては、文献に井戸沢断層および湯ノ岳断層として

示された地域でM7.0の地震が発生し、地表地震断層が出現した。このうち、湯ノ岳

断層は耐震バックチェックにおいて、詳細な地質調査は実施せず、断層を横断する

地形面の状況と断層破砕部の性状に基づいて、その当時の応力場との関係等から活

動性の評価を行い、耐震設計上考慮する活断層ではないと判断されていた。 

このような状況を受けて、原子力安全委員会は、「新耐震指針に照らした既設発電

用原子炉施設等の耐震安全性の評価結果の報告に係る原子力安全・保安院における

検討に際しての意見の追加」（平成２３年４月２８日原子力安全委員会決定）をもっ

て、原子力安全・保安院に対し、バックチェックの確認を行うに当たり、これまで

示してきた意見に加え、活断層評価の再確認等を要請した。 

東京電力株式会社は、原子力安全・保安院の指示に基づき、湯ノ岳断層について、

ボーリング調査、トレンチ調査等の詳細な地質調査を実施した結果、あらためて後

期更新世以降の活動を認め、湯ノ岳断層は耐震設計上考慮すべき活断層であったと

再評価した。 

今後は、地震・津波審査指針及び手引きの趣旨を酌んで、これまで以上に認定根

拠の本質に立ち返った総合的な検討を行うことで、判断に誤り等がないようにする

ことが重要である。 

また、上記を踏まえ、応力場に基づく検討の考え方について議論がされ、東北地

方太平洋沖地震等から得られた教訓を明確にしておく必要性があるとの観点から、

手引きにおいて、「応力場は、近傍で発生した地震等により大きく変化する可能性が

あることを考慮すること。」を追加規定すべきとした。 

 

５．今後の課題と意見 

当小委員会は、耐震設計審査指針等の見直しにあたって、地震動評価や津波評価に関
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する事項について検討を行ってきた。検討の過程においては、東京電力株式会社福島第

一原子力発電所の事故を踏まえ、専門委員の専門分野や当小委員会の所掌の範囲外の意

見も多くあった。こうした意見については、今後の原子力安全をより一層高めるために

も貴重なものと考え、ここにとりまとめておくこととした。今後、これらの意見を参考

に検討がなされることが望まれる。 

 

○地震・津波審査指針の既設原子炉施設への適用について 

従来、耐震設計審査指針等は、新設の原子炉設置（変更）許可申請に対する安全

審査を対象に適用がされてきた。原子力発電所の安全確保は、常に最新の知見を踏

まえて見直されるべきであり、今後、地震・津波審査指針等は新設のみならず、既

設の原子力発電所にも適用がされるべきである。特に原子炉運転中に審査を行う場

合には、速やかな対応が求められる。場合によっては、原子炉を停止して必要な対

応を取ることも考慮する等、適切な適用のあり方を考える必要がある。 
 

○地震の継続時間や繰り返し地震動の考慮 

東北地方太平洋沖地震は、地震の継続時間が長かった。また、本震後も比較的規

模の大きな余震が繰り返された。耐震安全性評価においては、こうした長時間の揺

れや繰り返し地震動に対する施設・設備の影響を考慮する必要があると考える。そ

の際、地盤や施設の非線形応答の永久ひずみ（変形）を考慮した検討の必要等が今

後の課題である。 
 

○耐震設計上の重要度分類について 

・地震・津波審査指針では、施設の耐震設計に関する基本的な方針として、耐震設

計上の重要度分類が上位の分類に属するものは、下位の分類に属するものの破損

によって波及的破損が生じないことを規定している。津波や周辺斜面の崩壊に対

しても同様の規定を適用することの必要性を検討する必要がある。また、原子炉

施設以外の施設がSクラス施設に及ぼす影響について検討する必要がある。特に、

今回の事故において、地震動による外部電源喪失が重要な要因となっていること

から外部電源受電施設等の耐震安全性に関する抜本的対策が不可欠である。 

・耐震設計上の重要度分類指針の見直しの必要がある。また、津波に対する施設・

設備の重要度分類を規定することも必要である。 
 

○地震、津波観測網の整備 

地震観測に関しては、一定の整備がされているが、津波観測は十分ではない。気

象庁の緊急情報に頼らず、自ら観測網を構築することで、プラントの特徴にあわせ

て整備（専用にチューニング）した緊急警報システムが可能となる。 

地震・津波等の情報収集設備等の整備は、どのような外力が作用したか等、正確

な情報を得るために必要である。また、リアルタイムに観測し、地震や津波を早期

に察知することは、運転員の備え等に有効である。さらに、施設内の地震観測点を

増やすことは、その後の被害状況の把握等にも有効であり、他機関との連携に加え、
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原子炉設置者自らが、地震及び津波の観測網を整備し、必要な体制等を構築するこ

とが重要である。 
   

○海溝沿いの調査について 

海溝沿いの調査については、調査対象地域が広く、また、深海の調査等について

は、調査機器も限られている。耐震バックチェックでは、原子力安全・保安院が海

上音波探査を実施している例もあり、国も調査に関与すべきである。 
 

○敷地地盤の不同沈下の予測と対策 

敷地地盤の不同沈下が地震後の救援・復旧活動（特に緊急車両の通行）を阻害し

ないように、不同沈下の予測や対策等に関する実状を調査し、その妥当性を検討し

て、必要な対策を講ずることが必要である。 
 

○３次元解析の積極的取入れ 

今後、より高度な科学的な見地からの安全性評価のために、地盤構造や施設の形

状をより忠実に表現することができ、そのことによって地盤や施設の非線形特性の

影響についてもより客観的・合理的な評価が可能となる３次元解析を積極的に取り

入れるべきである。 
 

○ＱＡ集の作成 

地震・津波審査指針及び手引きの運用に関して、ＱＡ集を作成する必要がある。 
 

○地震・津波以外の自然現象の考慮 

地震・津波以外の自然現象として火山等に対する検討を今後実施していく必要が

ある。 

 

６．まとめ 

現在、国内外において東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波等に関する様々な調

査研究が行われている。また、東北電力株式会社女川原子力発電所や東京電力株式会社

福島第一原子力発電所では、上記地震の観測記録が基準地震動Ssを上回り、安全上重要

な施設の損傷の有無などについても現在調査が進められている。地震・津波審査指針及

び手引きの見直しは、これらの研究成果や調査結果を踏まえ、継続的に行う必要がある。

また、国及び原子炉設置者は、常に新たな知見と経験の蓄積に応じて、それらを適切に

反映することが必要であり、こうした取り組みを日々継続していくことが肝要である。 

現在、原子力安全規制体制について見直しが進められており、今後、技術基準等が整

備されていくものと考えられる。その際には、既設原子力発電所への適用のあり方を含

め、耐震設計審査指針等の改訂案及びその検討過程で整理・抽出された課題等について、

その時点における最新の知見を踏まえて反映し、的確な安全規制体制の確立がなされる

ことが望まれる。 
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地震・津波関連指針等検討小委員会における検討の経過 

 

会合名 開催日 主な検討事項 

第１回 平成23年7月12日 地震調査研究推進本部（東北地方太平洋沖地震等の概要）、

原子力安全・保安院（福島第一原子力発電所事故状況）の検

討状況の聴取、小委員会の進め方の検討 

第２回 平成23年8月3日 中央防災会議（東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波

対策に関する専門調査会）、土木学会の検討状況の聴取、小

委員会の進め方の検討 

第３回 平成23年8月25日 陸域及び海域における津波調査の現状と課題等について検討 

第４回 平成23年9月13日 国土交通省(設計津波の水位の設定方法等) の検討状況の聴

取、大間原子力発電所等(津波、山体崩壊等の評価)の検討事

例の聴取 

第１８回 

基準部会* 

平成23年9月15日 小委員会における検討状況の報告 

第５回 平成23年10月7日 女川原子力発電所における地震、津波評価の検討状況及び津

波被害評価等の聴取 

第６回 平成23年10月21日 保安院における福島第一・第二の被災状況、地震動評価、津

波調査等に関する検討状況の聴取 

第７回 平成23年11月7日 津波評価に関する検討、東北地方太平洋沖地震等の現状の研

究成果等について検討 

現地調査 平成23年11月8日 女川原子力発電所の現地調査 

第８回 平成23年12月2日 津波挙動の被害予測手法の検討、津波評価及び地震動評価

に関する検討、耐震設計審査指針(事務局素案)の検討 

第９回 平成23年12月12日 地震調査研究推進本部の検討状況の聴取、津波評価及び地

震動評価に関する検討、耐震設計審査指針（改訂案）の検討 

第１０回 平成23年12月16日 津波評価に関する検討、耐震設計審査指針（改訂案）の検討 

第１１回 平成23年12月26日 津波評価及び地震動評価に関する検討、耐震設計審査指針

（改訂案）の検討 

第１９回 

基準部会* 

平成23年12月28日 小委員会における検討状況の報告 

第１２回 平成24年1月30日 津波評価及び地震動評価に関する検討、耐震設計審査指針

（改訂案）及び手引き（改訂案）の検討 

第１３回 平成24年2月16日 地震動評価に関する検討、耐震設計審査指針（改訂案）及び手

引き（改訂案）の検討 

第１４回 平成24年2月29日 耐震設計審査指針（改訂案）及び手引き（改訂案）の検討、とり

まとめ 

第２０回 

基準部会* 

平成24年3月14日 小委員会における検討結果の報告 

＊：原子力安全基準・指針専門部会 
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地震・津波関連指針等検討小委員会構成員  

 

 (平成 24 年 3 月 14 日現在) 

◎ 入倉孝次郎 愛知工業大学客員教授 

 海野 徳仁 国立大学法人東北大学大学院理学研究科地震・噴火予知研究観測センター教授 

○ 岡村 行信 独立行政法人産業技術総合研究所活断層・地震研究センター長 

 奥村 晃史 国立大学法人広島大学大学院文学研究科教授 

 釜江 克宏 国立大学法人京都大学原子炉実験所附属安全原子力システム研究センター教授 

 川瀬 博 国立大学法人京都大学防災研究所教授 

 京谷 孝史 国立大学法人東北大学大学院工学研究科土木工学専攻教授 

 隈元 崇 国立大学法人岡山大学大学院自然科学研究科准教授 

 越村 俊一 国立大学法人東北大学大学院工学研究科附属災害制御研究センター准教授 

 古関 潤一 国立大学法人東京大学生産技術研究所教授 

 酒井 慎一 国立大学法人東京大学地震研究所観測開発基盤センター准教授 

 高橋 智幸 関西大学社会安全学部安全マネジメント学科教授 

 谷  和夫 国立大学法人横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院教授 

 谷岡勇市郎 国立大学法人北海道大学大学院理学研究院附属地震火山研究観測センター教授 

 徳山 英一 国立大学法人東京大学大気海洋研究所教授 

 山岡 耕春 国立大学法人名古屋大学大学院環境学研究科教授 

 米山 望 国立大学法人京都大学防災研究所准教授 

◎…主査、○…主査代理 
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発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（改訂案） 

 

 

 

 

改訂案 耐震設計審査指針（平成 18 年９月 19 日） 
○発電用原子炉施設に関する地震・津波に対する安全設計審査指針 
 
 
 
Ⅰ．はしがき 

本指針は、発電用軽水型原子炉の設置許可申請（変更許可申請を含む。以下

同じ。）に係る安全審査のうち、耐震安全設計方針及び津波に対する安全設計方

針の妥当性について判断する際の基礎を示すことを目的として定めたものであ

る。 
 従前の「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成 18 年９月 19 日

原子力安全委員会決定。以下「平成 18 年指針」という。）」は、昭和 53 年９月

に当時の原子力委員会が定めたものに基づき、昭和 56年７月に、原子力安全委

員会が、当時の知見に基づいて静的地震力の算定法等について見直して改訂し

（以下「昭和 56 年指針」という。）、また、平成 13 年３月に一部を改訂、さら

に平成 18年９月 19日に、昭和 56 年指針策定以降の地震学及び地震工学に関す

る新たな知見の蓄積並びに発電用軽水型原子炉施設の耐震設計技術の著しい改

良及び進歩を反映し、全面的に見直したものであった。 

 このたびは、平成 23年（2011 年）東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波

の発生等並びに東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故から得られた知

見・教訓を踏まえて、平成 18年指針の一部改訂を行い、併せて、名称を「発電

○発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 
平成 18 年９月 19 日 

原子力安全委員会決定 
 
１．はしがき 
本指針は、発電用軽水型原子炉の設置許可申請（変更許可申請を含む。以下

同じ。）に係る安全審査のうち、耐震安全性の確保の観点から耐震設計方針の妥

当性について判断する際の基礎を示すことを目的として定めたものである。 

 

従前の「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（昭和 56 年７月 20 日

原子力安全委員会決定、平成 13年３月 29日一部改訂。以下、「旧指針」という。）」

は、昭和 53 年９月に当時の原子力委員会が定めたものに基づき、昭和 56 年７

月に、原子力安全委員会が、当時の知見に基づいて静的地震力の算定法等につ

いて見直して改訂を行い、さらに平成 13 年３月に一部改訂したものであった。 

このたびは、昭和 56年の旧指針策定以降現在までにおける地震学及び地震工

学に関する新たな知見の蓄積並びに発電用軽水型原子炉施設の耐震設計技術の

著しい改良及び進歩を反映し、旧指針を全面的に見直したものである。 
 

 

 

参考２ 別紙１ 
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用原子炉施設に関する地震・津波に対する安全設計審査指針」に改めた。 
なお、本指針は、今後の新たな知見と経験の蓄積に応じて、それらを適切に

反映するように見直される必要がある。 
 
 

Ⅱ．適用範囲 
本指針は、発電用軽水型原子炉施設（以下「施設」という。）に適用される。 
しかし、これ以外の原子炉施設及びその他の原子力関係施設にも本指針の基

本的な考え方は参考となるものである。 
なお、許可申請の内容の一部が本指針に適合しない場合であっても、それが

技術的な改良、進歩等を反映したものであって、本指針を満足した場合と同様

又はそれを上回る耐震安全性及び津波に対する安全性が確保し得ると判断され

る場合は、これを排除するものではない。 
 
 
Ⅲ．基本方針 

耐震設計上重要な施設は、敷地周辺の地質・地質構造並びに地震活動性等の

地震学及び地震工学的見地から施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生

する可能性があり、施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定することが

適切な、地震動による地震力、及び地震発生に伴う地殻変動に対して、その安

全機能が損なわれることがないように設計されなければならない。さらに、施

設は、地震により発生する可能性のある環境への放射線による影響の観点から

なされる耐震設計上の区分ごとに、適切と考えられる設計用地震力に十分耐え

られるように設計されなければならない。 
また、施設は、その供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があ

り、施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定することが適切な津波に対

 
なお、本指針は、今後の新たな知見と経験の蓄積に応じて、それらを適切に

反映するように見直される必要がある。 
 
 
２．適用範囲 
本指針は、発電用軽水型原子炉施設（以下、「施設」という。）に適用される。 
しかし、これ以外の原子炉施設及びその他の原子力関係施設にも本指針の基

本的な考え方は参考となるものである。 
なお、許可申請の内容の一部が本指針に適合しない場合であっても、それが

技術的な改良、進歩等を反映したものであって、本指針を満足した場合と同様

又はそれを上回る耐震安全性が確保し得ると判断される場合は、これを排除す

るものではない。 
 
 
３．基本方針 
耐震設計上重要な施設は、敷地周辺の地質・地質構造並びに地震活動性等の

地震学及び地震工学的見地から施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生

する可能性があり、施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定することが

適切な地震動による地震力に対して、その安全機能が損なわれることがないよ

うに設計されなければならない。さらに、施設は、地震により発生する可能性

のある環境への放射線による影響の観点からなされる耐震設計上の区分ごと

に、適切と考えられる設計用地震力に十分耐えられるように設計されなければ

ならない。 
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して、その安全機能が損なわれることがないように設計されなければならない。 

さらに、建物・構築物は、十分な支持性能をもつ地盤に設置されなければな

らない。 
 
（解説） 
ⅰ．基本方針について 
（１）耐震設計における地震動の策定について 

耐震設計においては、施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生

する可能性があり、施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定する

ことが適切な地震動を適切に策定し、この地震動を前提とした耐震設計

を行うことにより、地震に起因する外乱によって周辺の公衆に対し、著

しい放射線被ばくのリスクを与えないようにすることを基本とすべきで

ある。 
これは、昭和 56年指針の「基本方針」における「発電用原子炉施設は

想定されるいかなる地震力に対してもこれが大きな事故の誘因とならな

いよう十分な耐震性を有していなければならない」との規定が耐震設計

に求めていたものと同等の考え方である。 
 
（２）地震動の策定に係る「残余のリスク」の存在について 

地震学的見地からは、上記（１）のように策定された地震動を上回る

強さの地震動が生起する可能性は否定できない。このことは、耐震設計

用の地震動の策定において、「残余のリスク」（策定された地震動を上回

る地震動の影響が施設に及ぶことにより、施設に重大な損傷事象が発生

すること、施設から大量の放射性物質が放散される事象が発生すること、

あるいはそれらの結果として周辺公衆に対して放射線被ばくによる災害

を及ぼすことのリスク）が存在することを意味する。したがって、施設

 
また、建物・構築物は、十分な支持性能をもつ地盤に設置されなければなら

ない。 
 
（解説） 
Ⅰ．基本方針について 
（１）耐震設計における地震動の策定について 

耐震設計においては、「施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生

する可能性があり、施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定する

ことが適切な地震動」を適切に策定し、この地震動を前提とした耐震設

計を行うことにより、地震に起因する外乱によって周辺の公衆に対し、

著しい放射線被ばくのリスクを与えないようにすることを基本とすべき

である。 
これは、旧指針の「基本方針」における「発電用原子炉施設は想定さ

れるいかなる地震力に対してもこれが大きな事故の誘因とならないよう

十分な耐震性を有していなければならない」との規定が耐震設計に求め

ていたものと同等の考え方である。 
 
（２）「残余のリスク」の存在について 

地震学的見地からは、上記（１）のように策定された地震動を上回る

強さの地震動が生起する可能性は否定できない。このことは、耐震設計

用の地震動の策定において、「残余のリスク」（策定された地震動を上回

る地震動の影響が施設に及ぶことにより、施設に重大な損傷事象が発生

すること、施設から大量の放射性物質が放散される事象が発生すること、

あるいはそれらの結果として周辺公衆に対して放射線被ばくによる災害

を及ぼすことのリスク）が存在することを意味する。したがって、施設
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の設計に当たっては、策定された地震動を上回る地震動が生起する可能

性に対して適切な考慮を払い、基本設計の段階のみならず、それ以降の

段階も含めて、この「残余のリスク」の存在を十分認識しつつ、それを

合理的に実行可能な限り小さくするための努力が払われるべきである。 
 
（３）津波に対する安全性について 

津波に対する施設の安全性確保においては、施設の供用期間中に極め

てまれではあるが発生する可能性があると考えられる津波を適切に策定

し、この津波を前提とした安全対策を行うことにより、津波に起因する

外乱によって周辺の公衆に対し、著しい放射線被ばくのリスクを与えな

いようにすることを基本とすべきである。 
また、自然科学の観点からは、策定された津波を超える津波が施設に

来襲する可能性は否定できない。その場合においても、周辺の公衆に対

し、放射線被ばくによる災害を及ぼすことのリスクを抑えるよう措置さ

れなければならない。 
 
 
Ⅳ．耐震安全設計方針 
１．耐震設計上の重要度分類 
 施設の耐震設計上の重要度を、地震により発生する可能性のある環境への放

射線による影響の観点から、施設の種別に応じて次のように分類する。 
（１）機能上の分類 

Ｓクラス……自ら放射性物質を内蔵しているか又は内蔵している施設に直

接関係しており、その機能そう失により放射性物質を外部に

放散する可能性のあるもの、及びこれらの事態を防止するた

めに必要なもの、並びにこれらの事故発生の際に外部に放散

の設計に当たっては、策定された地震動を上回る地震動が生起する可能

性に対して適切な考慮を払い、基本設計の段階のみならず、それ以降の

段階も含めて、この「残余のリスク」の存在を十分認識しつつ、それを

合理的に実行可能な限り小さくするための努力が払われるべきである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
４．耐震設計上の重要度分類 
 施設の耐震設計上の重要度を、地震により発生する可能性のある環境への放

射線による影響の観点から、施設の種別に応じて次のように分類する。 
（１）機能上の分類 

Ｓクラス……自ら放射性物質を内蔵しているか又は内蔵している施設に直

接関係しており、その機能そう失により放射性物質を外部に

放散する可能性のあるもの、及びこれらの事態を防止するた

めに必要なもの、並びにこれらの事故発生の際に外部に放散



5 
 

される放射性物質による影響を低減させるために必要なもの

であって、その影響の大きいもの 
Ｂクラス……上記において、影響が比較的小さいもの 
Ｃクラス……Ｓクラス、Ｂクラス以外であって、一般産業施設と同等の安

全性を保持すればよいもの 
 
（２）クラス別施設 
  上記耐震設計上の重要度分類によるクラス別施設を以下に示す。 

① Ｓクラスの施設 
ⅰ）「原子炉冷却材圧力バウンダリ」（軽水炉についての安全設計に関す

る審査指針において記載されている定義に同じ。）を構成する機器・

配管系 
ⅱ）使用済燃料を貯蔵するための施設 
ⅲ）原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設、

及び原子炉の停止状態を維持するための施設 
ⅳ）原子炉停止後、炉心から崩壊熱を除去するための施設 
ⅴ）原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後、炉心から崩壊熱を除去す

るための施設 
ⅵ）原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に、圧力障壁となり放射

性物質の放散を直接防ぐための施設 
ⅶ）放射性物質の放出を伴うような事故の際に、その外部放散を抑制す

るための施設で上記ⅵ）以外の施設 
② Ｂクラスの施設 

ⅰ）原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていて、一次冷却材を

内蔵しているか又は内蔵しうる施設 
ⅱ）放射性廃棄物を内蔵している施設。ただし、内蔵量が少ないか又は

される放射性物質による影響を低減させるために必要なもの

であって、その影響の大きいもの 
Ｂクラス……上記において、影響が比較的小さいもの 
Ｃクラス……Ｓクラス、Ｂクラス以外であって、一般産業施設と同等の安

全性を保持すればよいもの 
 
（２）クラス別施設 
  上記耐震設計上の重要度分類によるクラス別施設を以下に示す。 

① Ｓクラスの施設 
ⅰ）「原子炉冷却材圧力バウンダリ」（軽水炉についての安全設計に関す

る審査指針において記載されている定義に同じ。）を構成する機器・

配管系 
ⅱ）使用済燃料を貯蔵するための施設 
ⅲ）原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設、

及び原子炉の停止状態を維持するための施設 
ⅳ）原子炉停止後、炉心から崩壊熱を除去するための施設 
ⅴ）原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後、炉心から崩壊熱を除去す

るための施設 
ⅵ）原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に、圧力障壁となり放射

性物質の放散を直接防ぐための施設 
ⅶ）放射性物質の放出を伴うような事故の際に、その外部放散を抑制す

るための施設で上記ⅵ）以外の施設 
② Ｂクラスの施設 
ⅰ）原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていて、一次冷却材を

内蔵しているか又は内蔵しうる施設 
ⅱ）放射性廃棄物を内蔵している施設。ただし、内蔵量が少ないか又は
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貯蔵方式により、その破損による公衆に与える放射線の影響が周辺

監視区域外における年間の線量限度に比べ十分小さいものは除く。 
ⅲ）放射性廃棄物以外の放射性物質に関連した施設で、その破損により、

公衆及び従事者に過大な放射線被ばくを与える可能性のある施設 
ⅳ）使用済燃料を冷却するための施設 
ⅴ）放射性物質の放出を伴うような場合に、その外部放散を抑制するた

めの施設で、Ｓクラスに属さない施設 
③ Ｃクラスの施設 

   上記Ｓクラス、Ｂクラスに属さない施設 
 
２．基準地震動の策定 

施設の耐震設計において基準とする地震動は、敷地周辺の地質・地質構造並

びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から施設の供用期間中に極めて

まれではあるが発生する可能性があり、施設に大きな影響を与えるおそれがあ

ると想定することが適切なものとして策定しなければならない。（以下、この地

震動を「基準地震動 Ss」という。） 

基準地震動 Ssは、以下の方針により策定することとする。 
 
（１）基準地震動 Ssは、下記（２）の「敷地ごとに震源を特定して策定する地

震動」及び（３）の「震源を特定せず策定する地震動」について、敷地に

おける解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞ

れ策定することとする。 
 
（２）「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、以下の方針により策定

することとする。 
① 内陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震について、

貯蔵方式により、その破損による公衆に与える放射線の影響が周辺

監視区域外における年間の線量限度に比べ十分小さいものは除く。 
ⅲ）放射性廃棄物以外の放射性物質に関連した施設で、その破損により、

公衆及び従事者に過大な放射線被ばくを与える可能性のある施設 
ⅳ）使用済燃料を冷却するための施設 
ⅴ）放射性物質の放出を伴うような場合に、その外部放散を抑制するた

めの施設で、Ｓクラスに属さない施設 
③ Ｃクラスの施設 

   上記Ｓクラス、Ｂクラスに属さない施設 
 
５．基準地震動の策定 
施設の耐震設計において基準とする地震動は、敷地周辺の地質・地質構造並

びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から施設の供用期間中に極めて

まれではあるが発生する可能性があり、施設に大きな影響を与えるおそれがあ

ると想定することが適切なものとして策定しなければならない。（以下、この地

震動を｢基準地震動 Ss｣という。） 

基準地震動 Ssは、以下の方針により策定することとする。 
 
（１）基準地震動 Ssは、下記（２）の「敷地ごとに震源を特定して策定する地

震動」及び（３）の「震源を特定せず策定する地震動」について、敷地に

おける解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞ

れ策定することとする。 
 
（２）「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、以下の方針により策定

することとする。 
① 敷地周辺の活断層の性質、過去及び現在の地震発生状況等を考慮し、
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敷地に大きな影響を与えると予想される地震（以下「検討用地震」とい

う。）を、複数選定すること。 
 

② 上記①の内陸地殻内地震に関しては、次に示す事項を考慮すること。 
 
ⅰ）耐震設計上考慮する活断層としては、後期更新世以降の活動が否定

できないものとする。なお、その認定に際しては最終間氷期の地層又

は地形面に断層による変位・変形が認められるか否かによることがで

きる。 
ⅱ）活断層の位置・形状・活動性等を明らかにするため、敷地からの距

離に応じて、地形学・地質学・地球物理学的手法等を総合した十分な

活断層調査を行うこと。 
③ 上記①のプレート間地震及び海洋プレート内地震に関しては、国内の

みならず世界で起きた大規模な地震を踏まえ、地震の発生機構やテクト

ニクス的背景の類似性を考慮した上で震源領域の設定を行うこと。 
④ 上記①で選定した検討用地震ごとに、次に示すⅰ）の応答スペクトル

に基づく地震動評価及びⅱ）の断層モデルを用いた手法による地震動評

価の双方を実施し、それぞれによる基準地震動 Ssを策定する。なお、地

震動評価に当たっては、地震発生様式、地震波伝播経路等に応じた諸特

性（その地域における特性を含む。）を十分に考慮することとする。 
ⅰ）応答スペクトルに基づく地震動評価 
  検討用地震ごとに、適切な手法を用いて応答スペクトルを評価のう

え、それらを基に設計用応答スペクトルを設定し、これに地震動の継

続時間、振幅包絡線の経時的変化等の地震動特性を適切に考慮して地

震動評価を行うこと。 
ⅱ）断層モデルを用いた手法による地震動評価 

さらに地震発生様式等による地震の分類を行ったうえで、敷地に大きな

影響を与えると予想される地震（以下、「検討用地震」という。）を、複

数選定すること。 
② 上記①の「敷地周辺の活断層の性質」に関しては、次に示す事項を考

慮すること。 
ⅰ）耐震設計上考慮する活断層としては、後期更新世以降の活動が否定

できないものとする。なお、その認定に際しては最終間氷期の地層又

は地形面に断層による変位・変形が認められるか否かによることがで

きる。 
ⅱ）活断層の位置・形状・活動性等を明らかにするため、敷地からの距

離に応じて、地形学・地質学・地球物理学的手法等を総合した十分な

活断層調査を行うこと。 
 
 
 
③ 上記①で選定した検討用地震ごとに、次に示すⅰ）の応答スペクトル

に基づく地震動評価及びⅱ）の断層モデルを用いた手法による地震動評

価の双方を実施し、それぞれによる基準地震動 Ssを策定する。なお、地

震動評価に当たっては、地震発生様式、地震波伝播経路等に応じた諸特

性（その地域における特性を含む。）を十分に考慮することとする。 
ⅰ）応答スペクトルに基づく地震動評価 
  検討用地震ごとに、適切な手法を用いて応答スペクトルを評価のう

え、それらを基に設計用応答スペクトルを設定し、これに地震動の継

続時間、振幅包絡線の経時的変化等の地震動特性を適切に考慮して地

震動評価を行うこと。 
ⅱ）断層モデルを用いた手法による地震動評価 
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  検討用地震ごとに、適切な手法を用いて震源特性パラメータを設定

し、地震動評価を行うこと。 
⑤ 上記④の基準地震動 Ss の策定過程に伴う不確かさ（ばらつき）につい

ては、適切な手法を用いて考慮することとする。 
 
（３）｢震源を特定せず策定する地震動｣は、震源と活断層を関連付けることが

困難な過去の内陸地殻内の地震について得られた震源近傍における観測記

録を収集し、これらを基に敷地の地盤物性を加味した応答スペクトルを設

定し、これに地震動の継続時間、振幅包絡線の経時的変化等の地震動特性

を適切に考慮して基準地震動 Ss を策定することとする。 
 
（解説） 
ⅱ．基準地震動 Ssの策定について 

（１）基準地震動 Ss の性格について 

昭和 56 年指針においては、基準地震動に関して、地震動 S1及び地震動

S2の２種類を策定することとしていたが、平成 18年指針においてはこの

双方の策定方針を統合し、基準地震動 Ssとして、検討用地震の選定、地

震動評価等について高度化を図ったものである。 
この基準地震動 Ssは、施設の耐震安全性を確保するための耐震設計の

前提となる地震動であり、その策定に当たっては、個別の安全審査時に

おける最新の知見に照らして、その妥当性が十分確認されなければなら

ない。 
 
（２）基準地震動 Ss の策定に関して使用する用語の意味解釈は次による。 

① 「解放基盤表面」とは、基準地震動を策定するために、基盤面上の

表層や構造物が無いものとして仮想的に設定する自由表面であって、

  検討用地震ごとに、適切な手法を用いて震源特性パラメータを設定

し、地震動評価を行うこと。 
④ 上記③の基準地震動 Ss の策定過程に伴う不確かさ（ばらつき）につい

ては、適切な手法を用いて考慮することとする。 
 
（３）｢震源を特定せず策定する地震動｣は、震源と活断層を関連付けることが

困難な過去の内陸地殻内の地震について得られた震源近傍における観測記

録を収集し、これらを基に敷地の地盤物性を加味した応答スペクトルを設

定し、これに地震動の継続時間、振幅包絡線の経時的変化等の地震動特性

を適切に考慮して基準地震動 Ss を策定することとする。 
 
（解説） 
Ⅱ．基準地震動 Ssの策定について 

（１）基準地震動 Ss の性格について 

旧指針においては、基準地震動に関して、地震動 S1及び地震動 S2の２

種類を策定することとしていたが、今次改訂においてはこの双方の策定

方針を統合し、基準地震動 Ssとして、検討用地震の選定、地震動評価等

について高度化を図ったものである。 

この基準地震動 Ssは、施設の耐震安全性を確保するための耐震設計の

前提となる地震動であり、その策定に当たっては、個別の安全審査時に

おける最新の知見に照らして、その妥当性が十分確認されなければなら

ない。 

 
（２）基準地震動 Ss の策定に関して使用する用語の意味解釈は次による。 

① 「解放基盤表面」とは、基準地震動を策定するために、基盤面上の

表層や構造物が無いものとして仮想的に設定する自由表面であって、
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著しい高低差がなく、ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される基

盤の表面をいう。ここでいう「基盤」とは、概ねせん断波速度 Vs＝700m/s

以上の硬質地盤であって、著しい風化を受けていないものとする。 
② 「活断層」とは、最近の地質時代に繰り返し活動し、将来も活動す

る可能性のある断層をいう。 
 
（３）基準地震動 Ss の策定方針について 

① 検討用地震の選定に当たっては、敷地周辺の活断層の性質や過去の

地震の発生状況を精査し、さらに、敷地周辺の中・小・微小地震の分

布、応力場、地震発生様式（プレートの形状・運動・相互作用を含む。）

に関する既往の研究成果等を総合的に検討することとする。 
② 内陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震とは、以

下をいう。 
ⅰ）内陸地殻内地震 

「内陸地殻内地震」とは、陸のプレートの上部地殻地震発生層に

生じる地震をいい、海岸のやや沖合で起こるものを含む。 
ⅱ）プレート間地震 

「プレート間地震」とは、相接する二つのプレートの境界面で発

生する地震をいう。 
ⅲ）海洋プレート内地震 

「海洋プレート内地震」とは、沈み込む（沈み込んだ）海洋プレ

ート内部で発生する地震をいい、海溝軸付近ないしそのやや沖合で

発生する「沈み込む海洋プレート内の地震」と、海溝軸付近から陸

側で発生する「沈み込んだ海洋プレート内の地震（スラブ内地震）」

の２種類に分けられる。 
③ 震源が敷地に近く、その破壊過程が地震動評価に大きな影響を与え

著しい高低差がなく、ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される基

盤の表面をいう。ここでいう「基盤」とは、概ねせん断波速度 Vs＝700m/s

以上の硬質地盤であって、著しい風化を受けていないものとする。 
② 「活断層」とは、最近の地質時代に繰り返し活動し、将来も活動す

る可能性のある断層をいう 
 
（３）基準地震動 Ss の策定方針について 

① 検討用地震の選定に当たっては、敷地周辺の活断層の性質や過去の

地震の発生状況を精査し、さらに、敷地周辺の中・小・微小地震の分

布、応力場、地震発生様式（プレートの形状・運動・相互作用を含む。）

に関する既往の研究成果等を総合的に検討することとする。 
② 検討用地震は、次に示す地震発生様式等に着目した分類により選定

することとする。 
ⅰ）内陸地殻内地震 

「内陸地殻内地震」とは、陸のプレートの上部地殻地震発生層に

生じる地震をいい、海岸のやや沖合で起こるものを含む。 
ⅱ）プレート間地震 

「プレート間地震」とは、相接する二つのプレートの境界面で発

生する地震をいう。 
ⅲ）海洋プレート内地震 

「海洋プレート内地震」とは、沈み込む（沈み込んだ）海洋プレ

ート内部で発生する地震をいい、海溝軸付近ないしそのやや沖合で

発生する「沈み込む海洋プレート内の地震」と、海溝軸付近から陸

側で発生する「沈み込んだ海洋プレート内の地震（スラブ内地震）」

の２種類に分けられる。 
③ 震源が敷地に近く、その破壊過程が地震動評価に大きな影響を与え
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ると考えられる地震については、断層モデルを用いた手法を重視すべ

きである。 
④ 「基準地震動 Ss の策定過程に伴う不確かさ（ばらつき）」の考慮に

当たっては、基準地震動 Ss の策定に及ぼす影響が大きいと考えられる

不確かさ（ばらつき）の要因及びその大きさの程度を十分踏まえつつ、

適切な手法を用いることとする。 
⑤ 「震源を特定せず策定する地震動」の策定方針については、敷地周

辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても、なお敷地近傍に

おいて発生する可能性のある内陸地殻内の地震の全てを事前に評価し

うるとは言い切れないことから、敷地近傍における詳細な調査の結果

にかかわらず、全ての申請において共通的に考慮すべき地震動である

と意味付けたものである。 
  この考え方を具現化して策定された基準地震動Ssの妥当性について

は、申請時点における最新の知見に照らして個別に確認すべきである。

なお、その際には、地表に明瞭な痕跡を示さない震源断層に起因する

震源近傍の地震動について、確率論的な評価等を必要に応じて参考と

することが望ましい。 
⑥ 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せ

ず策定する地震動」については、それぞれ策定された地震動の応答ス

ペクトルがどの程度の超過確率に相当するかを把握しておくことが望

ましいとの観点から、それぞれが対応する超過確率を安全審査におい

て参照することとする。 
⑦ 検討用地震の選定や基準地震動Ssの策定に当たって必要な調査や評

価を行う際は、既往の資料等について、それらの精度に対する十分な

考慮を行い、参照することとする。なお、既往の評価と異なる結果を

得た場合には、その根拠を明示しなければならない。 

ると考えられる地震については、断層モデルを用いた手法を重視すべ

きである。 
④ 「基準地震動 Ss の策定過程に伴う不確かさ（ばらつき）」の考慮に

当たっては、基準地震動 Ss の策定に及ぼす影響が大きいと考えられる

不確かさ（ばらつき）の要因及びその大きさの程度を十分踏まえつつ、

適切な手法を用いることとする。 
⑤ 「震源を特定せず策定する地震動」の策定方針については、敷地周

辺の状況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても、なお敷地近傍に

おいて発生する可能性のある内陸地殻内の地震の全てを事前に評価し

うるとは言い切れないことから、敷地近傍における詳細な調査の結果

にかかわらず、全ての申請において共通的に考慮すべき地震動である

と意味付けたものである。 
  この考え方を具現化して策定された基準地震動 Ssの妥当性について

は、申請時点における最新の知見に照らして個別に確認すべきである。

なお、その際には、地表に明瞭な痕跡を示さない震源断層に起因する

震源近傍の地震動について、確率論的な評価等を必要に応じて参考と

することが望ましい。 
⑥ 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せ

ず策定する地震動」については、それぞれ策定された地震動の応答ス

ペクトルがどの程度の超過確率に相当するかを把握しておくことが望

ましいとの観点から、それぞれが対応する超過確率を安全審査におい

て参照することとする。 
⑦ 検討用地震の選定や基準地震動 Ssの策定に当たって必要な調査や評

価を行う際は、既往の資料等について、それらの精度に対する十分な

考慮を行い、参照することとする。なお、既往の評価と異なる結果を

得た場合には、その根拠を明示しなければならない。 
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⑧ 施設の構造又は施設を支持する地盤において、地震応答に特徴的な

周波数特性が認められる場合は、必要に応じて基準地震動 Ss の策定に

反映させることとする。 
 
（４）震源として想定する断層等の評価について 

① 震源として想定する断層及び震源領域に関する評価を行うための基

本となる調査は、敷地からの距離に応じ、既存文献の調査、変動地形

学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査等を適切に組み合わせて

十分な精度で実施することとする。特に、敷地近傍においては、精度

の高い詳細な調査を行う必要がある。なお、敷地近傍の範囲は、「震源

を特定せず策定する地震動」として策定される基準地震動 Ss との関係

等を十分考慮して、適切に設定することとする。 
 
 
 

② 断層の性状については、それぞれの地域に応じ、地下構造等を把握

して適切に評価すべきである。なお、断層が不明瞭な地域において断

層の性状から地震を想定する場合には、特段の留意が必要である。 
③ 経験式を用いて断層の長さ等から地震規模を想定する際には、その

経験式の特徴等を踏まえ、地震規模を適切に評価することとする。 
④ 内陸地殻内地震については、震源として想定する断層の形状評価を

含めた震源特性パラメータの設定に必要な情報が十分得られなかった

場合には、その震源特性の設定に当たって不確かさの考慮を適切に行

うこととする。 
⑤ 地震活動に関連した活褶曲、活撓曲等については、活断層と同様に

上記①の調査の対象とし、その性状に応じて震源として想定する断層

⑧ 施設の構造又は施設を支持する地盤において、地震応答に特徴的な

周波数特性が認められる場合は、必要に応じて基準地震動 Ss の策定に

反映させることとする。 
 
（４）震源として想定する断層の評価について 

① 活断層調査は、震源として想定する断層に関する評価を行うための

基本となるものであるので、敷地からの距離に応じ、既存文献の調査、

変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査等を適切に組み

合わせて十分な調査を実施することとする。特に、敷地近傍において

は、精度の高い詳細な調査を行う必要がある。なお、敷地近傍の範囲

は、「震源を特定せず策定する地震動」として策定される基準地震動 Ss

との関係等を十分考慮して、適切に設定することとする。 
② 地震活動に関連した活褶曲、活撓曲等については、活断層と同様に

上記①の調査の対象とし、その性状に応じて震源として想定する断層

の評価に考慮する。 
③ 断層の性状については、それぞれの地域に応じ、地下構造等を把握

して適切に評価すべきである。なお、断層が不明瞭な地域において断

層の性状から地震を想定する場合には、特段の留意が必要である。 
④ 経験式を用いて断層の長さ等から地震規模を想定する際には、その

経験式の特徴等を踏まえ、地震規模を適切に評価することとする。 
⑤ 活断層調査によっても、震源として想定する断層の形状評価を含め

た震源特性パラメータの設定に必要な情報が十分得られなかった場合

には、その震源特性の設定に当たって不確かさの考慮を適切に行うこ

ととする。 
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の評価に考慮する。 
⑥ プレート間地震については、プレート形状、すべり欠損分布等を踏

まえ、不確かさ（ばらつき）を考慮して震源領域、すべり量分布等を

適切に設定することとする。 
⑦ 海洋プレート内地震については、震源領域周辺の過去の地震履歴、

地震活動、プレート形状等を踏まえ、不確かさ（ばらつき）を考慮し

て震源領域、地震規模等を適切に設定することとする。 
 
 
３．耐震設計方針 
（１）基本的な方針 

施設は、耐震設計上のクラス別に、次に示す耐震設計に関する基本的な

方針を満足していなければならない。 
① Ｓクラスの各施設は、基準地震動 Ssによる地震力に対してその安全機

能が保持できること。また、以下に示す弾性設計用地震動 Sd による地震

力又は以下に示す静的地震力のいずれか大きい方の地震力に耐えるこ

と。 
② Ｂクラスの各施設は、以下に示す静的地震力に耐えること。また、共

振のおそれのある施設については、その影響についての検討を行うこと。 
③ Ｃクラスの各施設は、以下に示す静的地震力に耐えること。 
④ 上記各号において、上位の分類に属するものは、下位の分類に属する

ものの破損によって波及的破損が生じないこと。 
（２）地震力の算定法 
   施設の耐震設計に用いる地震力の算定は以下に示す方法によらなければ

ならない。 
① 基準地震動 Ssによる地震力 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

６．耐震設計方針 
（１）基本的な方針 

施設は、耐震設計上のクラス別に、次に示す耐震設計に関する基本的な

方針を満足していなければならない。 
① Ｓクラスの各施設は、基準地震動 Ssによる地震力に対してその安全機

能が保持できること。また、以下に示す弾性設計用地震動 Sd による地震

力又は以下に示す静的地震力のいずれか大きい方の地震力に耐えるこ

と。 
② Ｂクラスの各施設は、以下に示す静的地震力に耐えること。また、共

振のおそれのある施設については、その影響についての検討を行うこと。 
③ Ｃクラスの各施設は、以下に示す静的地震力に耐えること。 
④ 上記各号において、上位の分類に属するものは、下位の分類に属する

ものの破損によって波及的破損が生じないこと。 
（２）地震力の算定法 
   施設の耐震設計に用いる地震力の算定は以下に示す方法によらなければ

ならない。 
① 基準地震動 Ssによる地震力 



13 
 

    基準地震動 Ss による地震力は、基準地震動 Ss を用いて、水平方向及

び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定されなければな

らない。 
② 弾性設計用地震動 Sdによる地震力 

    弾性設計用地震動 Sd は、基準地震動 Ss に基づき、工学的判断により

設定する。また、弾性設計用地震動 Sdによる地震力は、水平方向及び鉛

直方向について適切に組み合わせたものとして算定されなければならな

い。 
③ 静的地震力 

    静的地震力の算定は以下に示す方法によらなければならない。 
ⅰ）建物・構築物 

     水平地震力は、地震層せん断力係数 Ciに、次に示す施設の重要度分

類に応じた係数を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じて算定するも

のとする。 
     Ｓクラス 3.0 

     Ｂクラス 1.5 

     Ｃクラス 1.0 

     ここで、地震層せん断力係数 Ci は、標準せん断力係数 Co を 0.2 と

し、建物・構築物の振動特性、地盤の種類等を考慮して求められる値

とする。 

     Ｓクラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力が同時に不利

な方向の組合せで作用するものとする。鉛直地震力は、震度 0.3 を基

準とし、建物・構築物の振動特性、地盤の種類等を考慮して求めた鉛

直震度より算定するものとする。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定

とする。 
ⅱ）機器・配管系 

    基準地震動 Ss による地震力は、基準地震動 Ss を用いて、水平方向及

び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定されなければな

らない。 
② 弾性設計用地震動 Sdによる地震力 

    弾性設計用地震動 Sd は、基準地震動 Ss に基づき、工学的判断により

設定する。また、弾性設計用地震動 Sdによる地震力は、水平方向及び鉛

直方向について適切に組み合わせたものとして算定されなければならな

い。 
③ 静的地震力 

    静的地震力の算定は以下に示す方法によらなければならない。 
ⅰ）建物・構築物 

     水平地震力は、地震層せん断力係数 Ciに、次に示す施設の重要度分

類に応じた係数を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じて算定するも

のとする。 
     Ｓクラス 3.0 

     Ｂクラス 1.5 

     Ｃクラス 1.0 

     ここで、地震層せん断力係数 Ci は、標準せん断力係数 Co を 0.2 と

し、建物・構築物の振動特性、地盤の種類等を考慮して求められる値

とする。 

     Ｓクラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力が同時に不利

な方向の組合せで作用するものとする。鉛直地震力は、震度 0.3 を基

準とし、建物・構築物の振動特性、地盤の種類等を考慮して求めた鉛

直震度より算定するものとする。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定

とする。 
ⅱ）機器・配管系 



14 
 

     各耐震クラスの地震力は、上記ⅰ）に示す地震層せん断力係数 Ci に

施設の重要度分類に応じた係数を乗じたものを水平震度とし、当該水

平震度及び上記ⅰ）の鉛直震度をそれぞれ 20％増しとした震度より求

めるものとする。 
     なお、水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作用

するものとする。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定とする。 
 

（解説） 
ⅲ．耐震設計方針について 
（１）弾性設計用地震動 Sd の設定の必要性について 

昭和 56 年指針においては、基準地震動について、施設の建物・構築物

及び機器・配管系の重要度に相応し、地震動 S1及び地震動 S2の２種類に

区分して策定することとしていたが、平成 18年指針においては基準地震

動 Ssのみを策定することとした。 

施設の耐震安全性を確保するための耐震設計の考え方においては、こ

の基準地震動 Ss による地震力に対して、耐震安全上重要な施設の安全機

能が保持されることが基本である。さらに、この基準地震動 Ss に対する

施設の安全機能の保持をより高い精度で確認するために、工学的な観点

から基準地震動 Ss と密接に関連付けられる弾性設計用地震動 Sd の設定

についても合わせて規定することとしたものである。 
 
（２）弾性設計用地震動 Sd の設定について 

本指針の Ⅳ．３．の耐震設計方針で規定した「地震力に対して耐える｣

ということは、ある地震力に対して施設全体として概ね弾性範囲の設計

がなされるということを意味する。この場合、弾性範囲の設計とは、施

設を弾性体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下

     各耐震クラスの地震力は、上記ⅰ）に示す地震層せん断力係数 Ci に

施設の重要度分類に応じた係数を乗じたものを水平震度とし、当該水

平震度及び上記ⅰ）の鉛直震度をそれぞれ 20％増しとした震度より求

めるものとする。 
     なお、水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作用

するものとする。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定とする。 
 
（解説） 
Ⅲ．耐震設計方針について 

（１）弾性設計用地震動 Sd の設定の必要性について 

旧指針においては、基準地震動について、施設の建物・構築物及び機

器・配管系の重要度に相応し、地震動 S1及び地震動 S2の２種類に区分し

て策定することとしていたが、今次改訂においては基準地震動 Ss のみを

策定することとした。 

施設の耐震安全性を確保するための耐震設計の考え方においては、こ

の基準地震動 Ss による地震力に対して、耐震安全上重要な施設の安全機

能が保持されることが基本である。さらに、この基準地震動 Ss に対する

施設の安全機能の保持をより高い精度で確認するために、工学的な観点

から基準地震動 Ss と密接に関連付けられる弾性設計用地震動 Sd の設定

についても合わせて規定することとしたものである。 
 
（２）弾性設計用地震動 Sd の設定について 

本指針の ６．の耐震設計方針で規定した「地震力に対して耐える｣と

いうことは、ある地震力に対して施設全体として概ね弾性範囲の設計が

なされるということを意味する。この場合、弾性範囲の設計とは、施設

を弾性体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下に
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に留めることをいう。なお、ここでいう許容限界とは、必ずしも厳密な

弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を容認しつつも施設

全体として概ね弾性範囲に留まり得ることで十分である。 

Ｓクラスの各施設は弾性設計用地震動 Sd による「地震力に耐える」こ

とを求めているが、この弾性設計用地震動 Sd は工学的判断に基づいて設

定するものである。弾性限界状態は、地震動が施設に及ぼす影響及び施

設の状態を明確に評価することが可能な状態であり、施設が全体的に弾

性設計用地震動 Sd による地震力に対して概ね弾性限界状態に留まるこ

とを把握することによって、基準地震動 Ss による地震力に対する施設

の安全機能保持の把握を確実なものとする。すなわち、弾性設計用地震

動 Sd は、昭和 56 年指針における基準地震動 S1が耐震設計上果たしてき

た役割の一部を担うことになる。 

弾性設計用地震動 Sd は、施設、もしくはその構成単位ごとに安全機能

限界と弾性限界に対する入力荷重の比率を考慮して、工学的判断から求

められる係数を基準地震動 Ssに乗じて設定することとする。ここで、当

該係数の設定に当たっては、基準地震動 Ss の策定の際に参照した超過

確率を参考とすることができる。 

この弾性設計用地震動 Sd の具体的な設定値及び設定根拠について、個

別申請ごとに、十分に明らかにすることが必要である。 

なお、弾性設計用地震動 Sd と基準地震動 Ss の応答スペクトルの比率

（Sd／Ss）の値は、弾性設計用地震動 Sd に求められる性格上、ある程

度以上の大きさであるべきであり、めやすとして、0.5 を下回らないよ

うな値で求められることが望ましい。 

また、弾性設計用地震動 Sd は、施設を構成する要素ごとに、それらの

耐震設計上考慮すべき特性の差異を踏まえて個別に設定することができ

る。 

留めることをいう。なお、ここでいう許容限界とは、必ずしも厳密な弾

性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を容認しつつも施設全

体として概ね弾性範囲に留まり得ることで十分である。 

Ｓクラスの各施設は弾性設計用地震動 Sd による「地震力に耐える」こ

とを求めているが、この弾性設計用地震動 Sd は工学的判断に基づいて設

定するものである。弾性限界状態は、地震動が施設に及ぼす影響及び施

設の状態を明確に評価することが可能な状態であり、施設が全体的に弾

性設計用地震動 Sd による地震力に対して概ね弾性限界状態に留まるこ

とを把握することによって、基準地震動 Ss による地震力に対する施設

の安全機能保持の把握を確実なものとする。すなわち、弾性設計用地震

動 Sdは、旧指針における基準地震動 S1が耐震設計上果たしてきた役割の

一部を担うことになる。 

弾性設計用地震動 Sd は、施設、もしくはその構成単位ごとに安全機能

限界と弾性限界に対する入力荷重の比率を考慮して、工学的判断から求

められる係数を基準地震動 Ssに乗じて設定することとする。ここで、当

該係数の設定に当たっては、基準地震動 Ss の策定の際に参照した超過

確率を参考とすることができる。 

この弾性設計用地震動 Sd の具体的な設定値及び設定根拠について、個

別申請ごとに、十分に明らかにすることが必要である。 

なお、弾性設計用地震動 Sd と基準地震動 Ss の応答スペクトルの比率

（Sd／Ss）の値は、弾性設計用地震動 Sd に求められる性格上、ある程

度以上の大きさであるべきであり、めやすとして、0.5 を下回らないよ

うな値で求められることが望ましい。 

また、弾性設計用地震動 Sd は、施設を構成する要素ごとに、それらの

耐震設計上考慮すべき特性の差異を踏まえて個別に設定することができ

る。 
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なお、Ｂクラスの施設について、「共振のおそれのある施設については、

その影響についての検討を行うこと」としたが、この検討に用いる地震

動に関しては、弾性設計用地震動 Sd に２分の１を乗じたものとすること

ができる。 

 
（３）基準地震動Ss及び弾性設計用地震動Sdによる地震力の算定について 

基準地震動Ss及び弾性設計用地震動Sdによる地震力を地震応答解析に

基づいて算定する場合には、応答解析法の適用範囲、適用制限等を考慮

のうえ、適切な解析法を選定するとともに、十分な調査に基づく適切な

解析条件を設定することとする。 
   なお、解放基盤表面が施設を設置する地盤に比して相当に深い場合は、

解放基盤表面より上部の地盤における地震動の増幅特性を十分に調査

し、必要に応じて地震応答評価等に反映させることとする。 
 
（４）静的地震力について 
   建物・構築物についての静的地震力の算定は以下に示す①及び②によ

る。 
また、建物・構築物については、当該建物・構築物の保有水平耐力が

必要保有水平耐力に対して、施設の重要度に応じた妥当な安全余裕を有

していることを確認するものとし、必要保有水平耐力の算定は、以下に

示す③による。 
① 水平地震力 

   ⅰ）水平地震力を算定するうえでの基準面は原則として地表面とする。

ただし、建物・構築物の構造や外周の地盤との関係等の特徴を考慮

する必要がある場合は、適切に基準面を設定し、算定に反映させる

こと。 

なお、Ｂクラスの施設について、「共振のおそれのある施設については、

その影響についての検討を行うこと」としたが、この検討に用いる地震

動に関しては、弾性設計用地震動 Sd に２分の１を乗じたものとすること

ができる。 

     
（３）基準地震動Ss及び弾性設計用地震動Sdによる地震力の算定について 

基準地震動Ss及び弾性設計用地震動Sdによる地震力を地震応答解析に

基づいて算定する場合には、応答解析法の適用範囲、適用制限等を考慮

のうえ、適切な解析法を選定するとともに、十分な調査に基づく適切な

解析条件を設定することとする。 
   なお、解放基盤表面が施設を設置する地盤に比して相当に深い場合は、

解放基盤表面より上部の地盤における地震動の増幅特性を十分に調査し、

必要に応じて地震応答評価等に反映させることとする。 
 
（４）静的地震力について 
   建物・構築物についての静的地震力の算定は以下に示す①及び②によ

る。 
また、建物・構築物については、当該建物・構築物の保有水平耐力が必

要保有水平耐力に対して、施設の重要度に応じた妥当な安全余裕を有して

いることを確認するものとし、必要保有水平耐力の算定は、以下に示す③

による。 
① 水平地震力 

   ⅰ）水平地震力を算定するうえでの基準面は原則として地表面とする。

ただし、建物・構築物の構造や外周の地盤との関係等の特徴を考慮

する必要がある場合は、適切に基準面を設定し、算定に反映させる

こと。 
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ⅱ）基準面より上の部分の水平地震力については、建物・構築物の各

部分の高さに応じ、当該部分に作用する全体の地震力とし、次の式

による。 

Qi＝ｎ・Ci・Wi 

この式において、 

Qi：基準面より上の部分に作用する水平地震力 

ｎ：施設の重要度分類に応じた係数（Ｓクラス3.0、Ｂクラ

ス1.5、Ｃクラス1.0） 

Ci：地震層せん断力係数であり、次の式による。 

Ci＝Z・Rt・Ai・Co 

Ciの算出式において、 

Z：地震地域係数（地域による違いを考慮せず、1.0と

する。） 

Rt：振動特性係数であり、安全上適切と認められる規

格及び基準その他適切な方法により算出するも

のとする。ここでいう「安全上適切と認められる

規格及び基準」とは、建築基準法等がこれに相当

する。ただし、建物・構築物の構造上の特徴や地

震時における応答特性、地盤の状況等を考慮して

算定された振動特性を表す数値が、建築基準法等

に掲げる方法で算出した数値を下回ることが確

かめられた場合においては、当該算定による値

（0.7を下限とする。）まで減じたものとするこ

とができる。 

Ai：地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数であ

り、Rtと同様に安全上適切と認められる規格及び

ⅱ）基準面より上の部分の水平地震力については、建物・構築物の各

部分の高さに応じ、当該部分に作用する全体の地震力とし、次の式

による。 

Qi＝ｎ・Ci・Wi 

この式において、 

Qi：基準面より上の部分に作用する水平地震力 

ｎ：施設の重要度分類に応じた係数（Ｓクラス3.0、Ｂクラ

ス1.5、Ｃクラス1.0） 

Ci：地震層せん断力係数であり、次の式による。 

Ci＝Z・Rt・Ai・Co 

Ciの算出式において、 

Z：地震地域係数（地域による違いを考慮せず、1.0と

する。） 

Rt：振動特性係数であり、安全上適切と認められる規

格及び基準その他適切な方法により算出するも

のとする。ここでいう「安全上適切と認められる

規格及び基準」とは、建築基準法等がこれに相当

する。ただし、建物・構築物の構造上の特徴や地

震時における応答特性、地盤の状況等を考慮して

算定された振動特性を表す数値が、建築基準法等

に掲げる方法で算出した数値を下回ることが確

かめられた場合においては、当該算定による値

（0.7を下限とする。）まで減じたものとするこ

とができる。 

Ai：地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数であ

り、Rtと同様に安全上適切と認められる規格及び
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基準その他適切な方法により算出するものとす

る。 

Co：標準せん断力係数で0.2とする。 

Wi：当該部分が支える固定荷重と積載荷重の和 

ⅲ）建物・構築物の基準面より下の部分に作用する水平地震力は、次

の式による。 

Pk＝ｎ・ｋ・Wk 

この式において、 

Pk：当該部分に作用する水平地震力 

ｎ：施設の重要度分類に応じた係数（Ｓクラス3.0、Ｂクラス

1.5、Ｃクラス1.0） 

ｋ：水平震度で次の式による。 

ｋ≧0.1・
40

1 Ｈ
・Ｚ 

ｋの算出式において、 

Ｈ：基準面より下の各部分の基準面からの深さ（20を

超えるときは20とする。）（単位 メートル） 

Ｚ：地震地域係数（地域による違いを考慮せず、1.0

とする。） 

Wk：当該部分の固定荷重と積載荷重の和 

なお、建物・構築物の構造上の特徴、地震時における応答特性、

地盤の状況等を考慮して振動の性状を適切に評価して算出できる

場合は、当該算出によることができる。 
② 鉛直地震力 

Ｓクラスの静的地震力算定における鉛直地震力は、次式による鉛直

震度から算定する。 

基準その他適切な方法により算出するものとす

る。 

Co：標準せん断力係数で0.2とする。 

Wi：当該部分が支える固定荷重と積載荷重の和 

ⅲ）建物・構築物の基準面より下の部分に作用する水平地震力は、次

の式による。 

Pk＝ｎ・ｋ・Wk 

この式において、 

Pk：当該部分に作用する水平地震力 

ｎ：施設の重要度分類に応じた係数（Ｓクラス3.0、Ｂクラス

1.5、Ｃクラス1.0） 

ｋ：水平震度で次の式による。 

ｋ≧0.1・
40

1 Ｈ
・Ｚ 

ｋの算出式において、 

Ｈ：基準面より下の各部分の基準面からの深さ（20を

超えるときは20とする。）（単位 メートル） 

Ｚ：地震地域係数（地域による違いを考慮せず、1.0と

する。） 

Wk：当該部分の固定荷重と積載荷重の和 

なお、建物・構築物の構造上の特徴、地震時における応答特性、

地盤の状況等を考慮して振動の性状を適切に評価して算出できる

場合は、当該算出によることができる。 
② 鉛直地震力 

Ｓクラスの静的地震力算定における鉛直地震力は、次式による鉛直

震度から算定する。 
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Cv＝Rv・0.3 

この式において、 

Cv：鉛直震度 

Rv：鉛直方向振動特性係数で1.0とする。ただし、特別の調

査又は研究に基づき、1.0を下回ることが確かめられた

場合においては、当該調査又は研究の結果に基づく数

値（0.7を下限とする。）まで減じたものとすることが

できる。 

③ 必要保有水平耐力 

 必要保有水平耐力は、安全上適切と認められる規格及び基準に基づ

く方法により算定するものとする。ここでいう「安全上適切と認めら

れる規格及び基準」とは、建築基準法等がこれに相当する。 

なお、必要保有水平耐力の算定においては、地震層せん断力係数に

乗じる施設の重要度分類に応じた係数は、Ｓクラス、Ｂクラス、Ｃク

ラスともに 1.0 とし、その際に用いる標準せん断力係数 Coは 1.0 とす

る。 

 
４．荷重の組合せと許容限界 

耐震安全性に関する設計方針の妥当性の評価に当たって考慮すべき荷重の組

合せと許容限界についての基本的考え方は、以下に示すとおりである。 
（１）建物・構築物 

① Ｓクラスの建物・構築物 
ⅰ）基準地震動Ssとの組合せと許容限界 

 常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と基準地震動Ssに

よる地震力との組合せに対して、当該建物・構築物が構造物全体とし

ての変形能力（終局耐力時の変形）について十分な余裕を有し、建物・

Cv＝Rv・0.3 

この式において、 

Cv：鉛直震度 

Rv：鉛直方向振動特性係数で1.0とする。ただし、特別の調

査又は研究に基づき、1.0を下回ることが確かめられた

場合においては、当該調査又は研究の結果に基づく数

値（0.7を下限とする。）まで減じたものとすることが

できる。 

③ 必要保有水平耐力 

 必要保有水平耐力は、安全上適切と認められる規格及び基準に基づ

く方法により算定するものとする。ここでいう「安全上適切と認めら

れる規格及び基準」とは、建築基準法等がこれに相当する。 

なお、必要保有水平耐力の算定においては、地震層せん断力係数に

乗じる施設の重要度分類に応じた係数は、Ｓクラス、Ｂクラス、Ｃク

ラスともに 1.0 とし、その際に用いる標準せん断力係数 Coは 1.0 とす

る。 

 
７．荷重の組合せと許容限界 
耐震安全性に関する設計方針の妥当性の評価に当たって考慮すべき荷重の組

合せと許容限界についての基本的考え方は、以下に示すとおりである。 
（１）建物・構築物 

① Ｓクラスの建物・構築物 
ⅰ）基準地震動Ssとの組合せと許容限界 

 常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と基準地震動Ssに

よる地震力との組合せに対して、当該建物・構築物が構造物全体とし

ての変形能力（終局耐力時の変形）について十分な余裕を有し、建物・
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構築物の終局耐力に対し妥当な安全余裕を有していること。 

ⅱ）弾性設計用地震動Sd等との組合せと許容限界 

 常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と、弾性設計用地震

動Sdによる地震力又は静的地震力とを組み合わせ、その結果発生する応

力に対して、安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を

許容限界とする。 

② Ｂクラス、Ｃクラスの建物・構築物 

 常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と静的地震力を組み

合わせ、その結果発生する応力に対して、上記①ⅱ）の許容応力度を許

容限界とする。 

 

（２） 機器・配管系 

① Ｓクラスの機器・配管系 

ⅰ）基準地震動Ssとの組合せと許容限界 

 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、及び事故時に生じるそれ

ぞれの荷重と基準地震動Ssによる地震力とを組み合わせ、その結果発

生する応力に対して、構造物の相当部分が降伏し、塑性変形する場合

でも、過大な変形、亀裂、破損等が生じ、その施設の機能に影響を及

ぼすことがないこと。なお、動的機器等については、基準地震動Ssに

よる応答に対して、実証試験等により確認されている機能維持加速度

等を許容限界とする。 

ⅱ）弾性設計用地震動Sd等との組合せと許容限界 

 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、及び事故時に生じるそれ

ぞれの荷重と、弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力とを

組み合わせ、その結果発生する応力に対して、降伏応力又はこれと同

等な安全性を有する応力を許容限界とする。 

構築物の終局耐力に対し妥当な安全余裕を有していること。 

ⅱ）弾性設計用地震動Sd等との組合せと許容限界 

 常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と、弾性設計用地震

動Sdによる地震力又は静的地震力とを組み合わせ、その結果発生する応

力に対して、安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を

許容限界とする。 

② Ｂクラス、Ｃクラスの建物・構築物 

 常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と静的地震力を組み

合わせ、その結果発生する応力に対して、上記①ⅱ）の許容応力度を許

容限界とする。 

 

（２） 機器・配管系 

① Ｓクラスの機器・配管系 

ⅰ）基準地震動Ssとの組合せと許容限界 

 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、及び事故時に生じるそれ

ぞれの荷重と基準地震動Ssによる地震力とを組み合わせ、その結果発

生する応力に対して、構造物の相当部分が降伏し、塑性変形する場合

でも、過大な変形、亀裂、破損等が生じ、その施設の機能に影響を及

ぼすことがないこと。なお、動的機器等については、基準地震動Ssに

よる応答に対して、実証試験等により確認されている機能維持加速度

等を許容限界とする。 

ⅱ）弾性設計用地震動Sd等との組合せと許容限界 

 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、及び事故時に生じるそれ

ぞれの荷重と、弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力とを

組み合わせ、その結果発生する応力に対して、降伏応力又はこれと同

等な安全性を有する応力を許容限界とする。 
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② Ｂクラス、Ｃクラスの機器・配管系 
通常運転時、運転時の異常な過渡変化時の荷重と静的地震力とを組み合

わせ、その結果発生する応力に対して、降伏応力又はこれと同等な安全性

を有する応力を許容限界とする。 
 
（解説） 
ⅳ．荷重の組合せと許容限界について 
荷重の組合せと許容限界についての解釈は以下による。 

（１）「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重」につ

いては、地震によって引き起こされるおそれのある事象によって作用す

る荷重、及び地震によって引き起こされるおそれのない事象であっても、

一たん事故が発生した場合は長時間継続する事象による荷重は、地震力

と組み合わせて考慮しなければならない。 

 ただし、「事故時に生じる荷重」であっても、その事故事象の発生確率

と継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、両者が同時に発生す

る可能性が極めて小さい場合には、そのような事象によって発生する荷

重を地震力と組み合わせて考慮する必要はない。 

 

（２）建物・構築物の弾性設計用地震動Sd等との組合せに対する許容限界に

ついては、「安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度」と

したが、具体的には建築基準法等がこれに相当する。 

 

（３）建物・構築物の基準地震動Ssとの組合せに対する項目中の「終局耐力」

とは、構造物に対する荷重を漸次増大した際、構造物の変形又は歪みが

著しく増加する状態を構造物の終局状態と考え、この状態に至る限界の

最大荷重負荷を意味する。 

② Ｂクラス、Ｃクラスの機器・配管系 
通常運転時、運転時の異常な過渡変化時の荷重と静的地震力とを組み合

わせ、その結果発生する応力に対して、降伏応力又はこれと同等な安全性

を有する応力を許容限界とする。 
 
（解説） 
Ⅳ．荷重の組合せと許容限界について 
荷重の組合せと許容限界についての解釈は以下による。 

（１）「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重」につ

いては、地震によって引き起こされるおそれのある事象によって作用す

る荷重、及び地震によって引き起こされるおそれのない事象であっても、

一たん事故が発生した場合は長時間継続する事象による荷重は、地震力

と組み合わせて考慮しなければならない。 

 ただし、「事故時に生じる荷重」であっても、その事故事象の発生確率

と継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、両者が同時に発生す

る可能性が極めて小さい場合には、そのような事象によって発生する荷

重を地震力と組み合わせて考慮する必要はない。 

 

（２）建物・構築物の弾性設計用地震動Sd等との組合せに対する許容限界に

ついては、「安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度」と

したが、具体的には建築基準法等がこれに相当する。 

 

（３）建物・構築物の基準地震動Ssとの組合せに対する項目中の「終局耐力」

とは、構造物に対する荷重を漸次増大した際、構造物の変形又は歪みが

著しく増加する状態を構造物の終局状態と考え、この状態に至る限界の

最大荷重負荷を意味する。 
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（４）機器・配管系の許容限界については、「発生する応力に対して降伏応力

又はこれと同等な安全性」を有することを基本的な考え方としたが、具

体的には、電気事業法に定める「発電用原子力設備に関する技術基準」

等がこれに相当する。 
 
 
５．地盤の支持性能 
建物・構築物は、想定される地震力並びに地震発生に伴う地殻変動及び断層

変位に対して、施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないよう十分な

支持性能をもつ地盤に設置されなければならない。 
 
 
６．周辺斜面に対する考慮 

 
 

 
施設は、その周辺斜面で地震時に想定しうる崩壊等によっても、施設の安全

機能が重大な影響を受けるおそれがないよう設計されなければならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）機器・配管系の許容限界については、「発生する応力に対して降伏応力

又はこれと同等な安全性」を有することを基本的な考え方としたが、具

体的には、電気事業法に定める「発電用原子力設備に関する技術基準」

等がこれに相当する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
８．地震随伴事象に対する考慮 
施設は、地震随伴事象について、次に示す事項を十分考慮したうえで設計さ

れなければならない。 
 
（１）施設の周辺斜面で地震時に想定しうる崩壊等によっても、施設の安全機

能が重大な影響を受けるおそれがないこと。 
 
（２）施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があると想定

することが適切な津波によっても、施設の安全機能が重大な影響を受ける

おそれがないこと。 
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Ⅴ．津波に対する安全設計方針 
１．基準津波の策定 

津波に対する施設の安全設計において基準とする津波は、施設の供用期間中

に極めてまれではあるが発生する可能性があり、施設に大きな影響を与えるお

それがあると想定することが適切な津波（以下｢基準津波｣という。）として、発

生要因及び不確かさ（ばらつき）を考慮した上で策定しなければならない。 
  

（解説） 
ⅴ．基準津波の策定について 
（１）基準津波の性格について 

基準津波は、施設の安全性を確保するための津波対策の前提となる津

波であり、人工構造物の影響を受けない敷地沿岸域に入射する時刻歴波

形とする。また、その策定に当たっては、個別の安全審査時における最

新の知見に照らして、その妥当性が十分確認されなければならない。 
（２）基準津波の策定方針について 

① 津波を発生させる要因として、以下により発生する津波を考慮する

ものとする。 

   ・プレート間地震 

   ・海洋プレート内地震 

   ・海域の活断層による地殻内地震 

   ・地すべり、斜面崩壊 

・火山現象（噴火、山体崩壊、カルデラ陥没等） 

・上記の組合せ 

② プレート形状、すべり欠損分布、断層形状、地形・地質並びに火山

の位置等から考えられる適切な規模の津波波源を考慮すること。この

場合、国内のみならず世界で起きた大規模な津波事例を踏まえ、津波
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の発生機構やテクトニクス的背景の類似性を考慮した上で検討を行う

こと。また、遠地津波に対しても、国内のみならず世界での事例を踏

まえ、検討を行うこと。 
③ プレート間地震については、地震発生域の深さの下限から海溝軸ま

でが震源域となる地震を考慮すること。 
④ 他の地域において発生した大規模な津波の沖合での水位変化が観測

されている場合は、津波の発生機構やテクトニクス的背景の類似性を

考慮した上で、その水位変化を入力することにより得られる津波につ

いて検討すること。 
⑤ 基準津波は、敷地周辺における津波堆積物等の地質学的証拠や歴史

記録等から推定される津波高及び浸水域を上回っていなければならな

い。 
⑥ 「基準津波の策定の過程に伴う不確かさ（ばらつき）」の考慮に当た

っては、基準津波の策定に及ぼす影響が大きいと考えられる不確かさ

（ばらつき）の要因及びその大きさの程度を十分踏まえつつ、適切な

手法を用いることとする。 
⑦ 基準津波の策定に当たって必要な調査や評価を行う際は、既往の資

料等について、それらの精度に対する十分な考慮を行い、参照するこ

ととする。なお、既往の評価と異なる結果を得た場合には、その根拠

を明示しなければならない。 
 
 
２．津波に対する設計方針 

基準津波によっても、施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないこ

と。 
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（解説） 

ⅵ．津波に対する設計方針について 

施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないこととは、施設設置位

置（敷地高さ）や津波に対する防御施設の設置等により敷地に津波を浸入さ

せないことを基本とする。また、水位低下や砂移動に対しても必要な取水を

確保できなければならないことをいう。 
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発電用原子炉施設の耐震安全性に関する安全審査の手引き（改訂案） 

 

 

 

 

 

改訂案 安全審査の手引き（平成 22 年 12 月 20 日） 
○発電用原子炉施設に関する地震・津波に対する安全審査の手引き 

 

 

 

Ⅰ．まえがき 

発電用原子炉施設に関する地震・津波に対する安全審査の手引き（以下「手引

き」という。）は、「発電用原子炉施設に関する地震・津波に対する安全設計審査

指針」（以下「地震・津波審査指針」という。）の運用・解釈を明確にすることを

目的としている。 

従前の「発電用原子炉施設の耐震安全性に関する安全審査の手引き（以下「平

成 22年手引き」という。）」は、「原子力発電所の地質、地盤に関する安全審査の

手引き（昭和 53年８月 23 日原子炉安全専門審査会）」を平成 22 年 12 月に全面

改訂したものであり、それまでの安全審査の経験及び最新の知見を踏まえ、敷地

周辺の地質・地質構造等の調査、基準地震動の策定、建物・構築物の地盤の支持

性能に関する調査と評価、地震随伴事象に対する考慮に関する調査と評価に係る

事項等について、「活断層等に関する安全審査の手引き（平成 20年６月 20日原

子力安全委員会了承）」に規定した事項も含め、取りまとめたものである。 

このたびは、平成 23年（2011 年）東北地方太平洋沖地震及びそれに伴う津波

の発生等並びに東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故から得られた知

○発電用原子炉施設の耐震安全に関する安全審査の手引き 
平成 22 年 12 月 20 日 
原子力安全委員会了承 

 

Ⅰ．まえがき 

発電用原子炉施設の耐震安全性に関する安全審査の手引きは、平成 18 年９月

19 日に改訂した「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（以下「耐震設

計審査指針」という。）の運用・解釈を明確にすることを目的としている。 

 

本手引きは、「原子力発電所の地質、地盤に関する安全審査の手引き（昭和 53

年８月 23日原子炉安全専門審査会）」を全面改訂したものであり、これまでの安

全審査の経験及び最新の知見を踏まえ、敷地周辺の地質・地質構造等の調査、基

準地震動の策定、建物・構築物の地盤の支持性能に関する調査と評価、地震随伴

事象に対する考慮に関する調査と評価に係る事項等について、「活断層等に関す

る安全審査の手引き（平成 20 年６月 20 日原子力安全委員会了承）」に規定した

事項も含め、取りまとめたものである。 

 

 

 

 参考２ 別紙２ 
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見・教訓を踏まえて、平成 22年手引きの一部改訂を行ったものである。特に「発

電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（平成 18 年９月 19 日原子力安全委

員会決定）で地震随伴事象として取り扱っていた津波に関しては、世界の津波事

例や津波の発生機構等を考慮すると、プレート境界で大きなすべりにより強い揺

れと大きな津波を生成する地震や海溝近傍で発生し強い揺れを伴わないが大き

な津波を生成する津波地震及び海域の地殻内地震に加えて、火山の山体崩壊、地

すべり等が大きな津波の発生要因となっていることから、津波評価に必要な規定

を充実した。また、名称を「発電用原子炉施設の耐震安全性に関する安全審査の

手引き」から「発電用原子炉施設に関する地震・津波に対する安全審査の手引き」

に改めた。 
なお、耐震設計上の重要度分類、耐震設計方針及び荷重の組合せと許容限界に

ついては、地震・津波審査指針に必要な事項が規定されていることから手引きに

は規定していない。 

安全審査においては、これまでに蓄積された知識・技術を用いるとともに、関

連する新しい知見・技術が年々蓄積・向上している状況を踏まえ、その取入れに

最大限の努力を払わなければならない。また、手引きは、今後の新しい知見・技

術と経験の蓄積に応じて、適宜見直される必要がある。 

 

 

Ⅱ．用語の定義 

手引きにおける用語の定義及び用法については、原則として地震・津波審査指

針における用語の定義及び用法にしたがうこととし、さらに以下によるものとす

る。 

（１）「地形面」とは、一般的に平坦なひとつづきの地形をいうが、本手引きで

は、平坦な沖積面、段丘面のほかに、斜面、段丘崖面も含み、活断層認定の

際の指標（変位基準）となる地形をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、耐震設計上の重要度分類、耐震設計方針及び荷重の組合せと許容限界に

ついては、耐震設計審査指針に必要な事項が規定されていることから本手引きに

は規定していない。 

安全審査においては、これまでに蓄積された知識・技術を用いるとともに、関

連する新しい知見・技術が年々蓄積・向上している状況を踏まえ、その取入れに

最大限の努力を払わなければならない。また、本手引きは、今後の新しい知見・

技術と経験の蓄積に応じて、適宜見直される必要がある。 

 

 

Ⅱ．用語の定義 

本手引きにおける用語の定義及び用法については、原則として耐震設計審査指

針における用語の定義及び用法にしたがうこととし、さらに以下によるものとす

る。 

（１）「地形面」とは、一般的に平坦なひとつづきの地形をいうが、本手引きで

は、平坦な沖積面、段丘面のほかに、斜面、段丘崖面も含み、活断層認定の

際の指標（変位基準）となる地形をいう。 
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なお、斜面と斜面が交わる谷線や尾根線等も活断層認定の際の指標（変位

基準）となる。 

（２）「層序区分」とは、陸域及び海域の地質を構成する岩石及び地層、あるい

は地形面を構成する堆積物及び地形面を被覆する土壌や風成堆積物等を形

成年代順に区分することをいう。 

（３）「編年」とは、地形面区分された各地形面と層序区分された各地層区分ご

とに、それらが形成された、あるいは堆積した時代・年代を同定すること及

びその結果を得ることをいう。 

（４）「地震基盤」とは、地殻最上部にある S波速度 3km/s 程度の堅硬な岩盤を

いう。 

 

 

Ⅲ．耐震安全設計方針 

ⅰ．敷地周辺の地質・地質構造等の調査 

敷地周辺（敷地を含む。以下同じ。）の地質・地質構造等の調査は、目的に応

じて適切に行う必要がある。本章では、主として「１．敷地周辺の活断層調査」

に敷地ごとに震源を特定して策定する地震動を評価するための活断層調査を、

「２．敷地周辺の地質・地質構造の調査及び地盤調査」に基準地震動 Ss の策定

における地震波の伝播特性等の把握のための調査、建物・構築物の地盤の支持性

能及び施設の周辺斜面の安全性を評価するための調査に関する事項を規定する。 

 

 

１．敷地周辺の活断層調査 

１．１ 既存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調

査 

既存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査につい

なお、斜面と斜面が交わる谷線や尾根線等も活断層認定の際の指標（変位

基準）となる。 

（２）「層序区分」とは、陸域及び海域の地質を構成する岩石及び地層、あるい

は地形面を構成する堆積物及び地形面を被覆する土壌や風成堆積物等を形

成年代順に区分することをいう。 

（３）「編年」とは、地形面区分された各地形面と層序区分された各地層区分ご

とに、それらが形成された、あるいは堆積した時代・年代を同定すること及

びその結果を得ることをいう。 

（４）「地震基盤」とは、地殻最上部にある S波速度 3km/s 程度の堅硬な岩盤を

いう。 

 

 

 

Ⅲ．敷地周辺の地質・地質構造等の調査 

敷地周辺（敷地を含む。以下同じ。）の地質・地質構造等の調査は、目的に応

じて適切に行う必要がある。本章では、主として「１．敷地周辺の活断層調査」

に敷地ごとに震源を特定して策定する地震動を評価するための活断層調査及び

津波に対する安全性を評価するための調査に関する事項を、「２．敷地周辺の地

質・地質構造の調査及び地盤調査」に基準地震動 Ss の策定における地震波の伝

播特性等の把握のための調査、建物・構築物の地盤の支持性能及び施設の周辺斜

面の安全性を評価するための調査に関する事項を規定する。 

 

１．敷地周辺の活断層調査 

１．１ 既存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調

査 

既存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査につい
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ては、次に示す各事項の内容を満足していなければならない。 

 
（１）既存文献の調査については、敷地中心から概ね 100km 以内を対象に、地震

活動、歴史地震、測地資料、津波、活断層、変動地形、地質・地質構造、地

球物理学的調査研究等に関する文献・地図等を、調査地域の地形・地質等の

特性及び敷地からの距離に応じて収集・整理し、当該地域で発生した、ある

いは発生する可能性のある地震について、活断層の性質や地震発生様式等を

把握すること。なお、100km 以遠であっても遠方の長大活断層等による敷地

への影響が考えられる場合には、これを含め調査すること。 
  
（２）敷地中心から少なくとも半径 30 km の範囲（以下、単に「半径 30km 範囲」

という。）については、既存文献の調査を踏まえ、調査地域の地形・地質等

の特性、敷地からの距離や敷地に与える影響に応じ、以下の調査を適切に組

み合わせた十分な調査を実施すること。なお、半径 30km 以遠であっても敷

地への影響が大きいと考えられる活断層の存在が想定される場合には、これ

を含め調査すること。 

① 変動地形学的調査においては、地形発達過程（地形の成因を含む。以下

同じ。）を重視し、耐震設計上考慮する活断層を認定するための根拠等を

明らかにすること。 

また、断層通過地点の変動だけでなく、段丘面等に現れている傾動等の

広域的な変位・変形も検討対象とすること。 

② 地表地質調査においては、既存文献の調査及び変動地形学的調査の結果

を踏まえ、調査地域の広域的な地質・地質構造を把握するための調査を実

施するとともに、断層近傍と推定される地域を精査すること。 

特に断層露頭や地層が変形している露頭の発見と、その露頭観察による

断層活動時期の特定が重要である。こうした露頭と変位地形との位置関

ては、次に示す各事項の内容を満足していなければならない。 

 

（１）既存文献の調査については、敷地中心から概ね 100km 以内を対象に、地震

活動、歴史地震、測地資料、津波、活断層、変動地形、地質構造、地球物理

学的調査研究等に関する文献・地図等を、調査地域の地形・地質等の特性及

び敷地からの距離に応じて収集・整理し、当該地域で発生した、あるいは発

生する可能性のある地震について、活断層の性質や地震発生様式等を把握す

ること。なお、100km 以遠であっても遠方の長大活断層等による敷地への影

響が考えられる場合には、これを含め調査すること。 
 

（２）敷地中心から少なくとも半径 30 km の範囲（以下、単に「半径 30km 範囲」

という。）については、既存文献の調査を踏まえ、調査地域の地形・地質等

の特性、敷地からの距離や敷地に与える影響に応じ、以下の調査を適切に組

み合わせた十分な調査を実施すること。なお、半径 30km 以遠であっても敷

地への影響が大きいと考えられる活断層の存在が想定される場合には、これ

を含め調査すること。 

① 変動地形学的調査においては、地形発達過程（地形の成因を含む。以下

同じ。）を重視し、耐震設計上考慮する活断層を認定するための根拠等を

明らかにすること。 

また、断層通過地点の変動だけでなく、段丘面等に現れている傾動等の

広域的な変位・変形も検討対象とすること。 

② 地表地質調査においては、既存文献の調査及び変動地形学的調査の結果

を踏まえ、調査地域の広域的な地質・地質構造を把握するための調査を実

施するとともに、断層近傍と推定される地域を精査すること。 

特に断層露頭や地層が変形している露頭の発見と、その露頭観察による

断層活動時期の特定が重要である。こうした露頭と変位地形との位置関
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係、断層や破砕帯の性状、地層・岩石の変位・変形構造を詳細に把握する

とともに、地層及び地形面の詳細な編年を行うことにより断層活動の時期

を検討すること。 

断層活動の証拠が明確に確認されない地域においては、これをもって直

ちに活断層の存在を否定するのではなく、活断層の存否及び活動性の確認

について追加調査の実施等、特段の注意を払った検討を行うこと。 

また、段丘面等に現れた広域的な変位・変形も調査対象として、これら

の地形面の編年に関する詳細な調査を行うこと。 

③ 地球物理学的調査においては、調査地域の地形・地質等の特性に応じた

適切な探査手法及び解析手法を用い、地下の断層の位置や形状及び褶曲等

の広域的な地下構造の解明に努めること。 

 

（３）調査地域の地形・地質条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、

地表地質調査、地球物理学的調査等の特性を活かし適切に組み合わせた調査

計画に基づき得られた結果を総合的に評価すること。 
 

（解説） 

１．１ 既存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調

査 

（１）既存文献の調査においては、調査地域の地震活動やテクトニクス的背景

について正確に把握することがまず必要である。調査計画立案に当たって

は、当該地域の地震の性質及び地形・地質等の特性を把握し、各調査手法

の有効性を検討した上で、適切な調査仕様を決めることが必要である。既

存の調査研究の成果は、必要に応じて関連する地図、写真等を添付し適切

な解説を行い、当該地域の地震の性質を把握する必要がある。 
 

係、断層や破砕帯の性状、地層・岩石の変位・変形構造を詳細に把握する

とともに、地層及び地形面の詳細な編年を行うことにより断層活動の時期

を検討すること。 

断層活動の証拠が明確に確認されない地域においては、これをもって直

ちに活断層の存在を否定するのではなく、活断層の存否及び活動性の確認

について追加調査の実施等、特段の注意を払った検討を行うこと。 

また、段丘面等に現れた広域的な変位・変形も調査対象として、これら

の地形面の編年に関する詳細な調査を行うこと。 

③ 地球物理学的調査においては、調査地域の地形・地質等の特性に応じた

適切な探査手法及び解析手法を用い、地下の断層の位置や形状及び褶曲等

の広域的な地下構造の解明に努めること。 

 

（３）調査地域の地形・地質条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、

地表地質調査、地球物理学的調査等の特性を活かし適切に組み合わせた調査

計画に基づき得られた結果を総合的に評価すること。 
 

（解説） 

１．１ 既存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調

査 

（１）既存文献の調査においては、調査地域の地震活動やテクトニクス的背景

について正確に把握することがまず必要である。調査計画立案に当たって

は、当該地域の地震の性質及び地形・地質等の特性を把握し、各調査手法

の有効性を検討した上で、適切な調査仕様を決めることが必要である。既

存の調査研究の成果は、必要に応じて関連する地図、写真等を添付し適切

な解説を行い、当該地域の地震の性質を把握する必要がある。 
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（２）変動地形学的調査においては、リニアメントの明瞭度は活断層の確実度

の指標にはならず、地形発達の観点から地形の成因を考察し、活断層の存

在する可能性を検討することが必要である。 
広域的な変位・変形とは、沖積面や段丘面、斜面等の地形面の変形（撓

曲、傾動、波状変形）、段丘面から復元される過去の河床縦断面の変形、

海成段丘面・旧汀線の局所的な高度変化及び堆積物に現れている撓曲構造

等の数十メートル～数十キロメートルにわたる変位・変形をいう。 
変位・変形の有無の基準となる地形の発達が明瞭でない地域や最近の堆

積速度が大きい沖積低地等の地域のように、活断層の認定が容易ではない

地域については、特段の注意を払う必要がある。 
 

（３）地表地質調査においては、地表踏査により確認できる範囲が限定的であ

ることを踏まえ、トレンチ調査、ボーリング調査等を適切に組み合わせ、

断層の存否及び活動性の解明に努める必要がある。また、信頼性の高い地

層の層序区分・編年を行うことが重要である。 
長期的・広域的な応力場やテクトニクスにより、多くの活断層は中期更

新世以前から活動してきた可能性が高いことから、鮮新世以降に形成され

た構造を広域的に明らかにすることによって、後期更新世以降に活動して

いる活断層をより精度良く認定することが望ましい。 
また、最新活動時期は、断層変位を受けた地形面・地層と断層変位を受

けていない地形面・地層との年代関係から推定できる。 
 

（４）地球物理学的調査のうち、弾性波探査（反射法弾性波探査、音波探査等

を含む。以下同じ。）については、平野等の新しい堆積物の変形を明らか

にし、活断層の存否を確認するための浅部構造探査と、深部の断層形状や

褶曲構造の解明を対象とした深部構造探査があり、探査対象を明確にし

（２）変動地形学的調査においては、リニアメントの明瞭度は活断層の確実度

の指標にはならず、地形発達の観点から地形の成因を考察し、活断層の存

在する可能性を検討することが必要である。 
広域的な変位・変形とは、沖積面や段丘面、斜面等の地形面の変形（撓

曲、傾動、波状変形）、段丘面から復元される過去の河床縦断面の変形、

海成段丘面・旧汀線の局所的な高度変化及び堆積物に現れている撓曲構造

等の数十メートル～数十キロメートルにわたる変位・変形をいう。 
変位・変形の有無の基準となる地形の発達が明瞭でない地域や最近の堆

積速度が大きい沖積低地等の地域のように、活断層の認定が容易ではない

地域については、特段の注意を払う必要がある。 
 

（３）地表地質調査においては、地表踏査により確認できる範囲が限定的であ

ることを踏まえ、トレンチ調査、ボーリング調査等を適切に組み合わせ、

断層の存否及び活動性の解明に努める必要がある。また、信頼性の高い地

層の層序区分・編年を行うことが重要である。 
長期的・広域的な応力場やテクトニクスにより、多くの活断層は中期更

新世以前から活動してきた可能性が高いことから、鮮新世以降に形成され

た構造を広域的に明らかにすることによって、後期更新世以降に活動して

いる活断層をより精度良く認定することが望ましい。 
また、最新活動時期は、断層変位を受けた地形面・地層と断層変位を受

けていない地形面・地層との年代関係から推定できる。 
 

（４）地球物理学的調査のうち、弾性波探査（反射法弾性波探査、音波探査等

を含む。以下同じ。）については、平野等の新しい堆積物の変形を明らか

にし、活断層の存否を確認するための浅部構造探査と、深部の断層形状や

褶曲構造の解明を対象とした深部構造探査があり、探査対象を明確にし
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て、仕様を決めることが重要である。 
海域では、地形・地質情報を取得するため、音響測深や弾性波探査等、

地球物理学的調査を実施する必要がある。これらの調査によって、地下深

部の震源断層の位置や形状に関する情報も得られる可能性がある。 
 

１．２ 陸域・海域の特性を踏まえた調査 

（１）内陸地殻内地震に係る調査 
内陸地殻内地震に係る調査については、次に示す各事項の内容を満足して

いなければならない。 
① 半径 30km 範囲の陸域の調査 

ａ）空中写真判読から、活断層、活褶曲、活撓曲、広域的な地形面の変位・

変形を認定する場合には、地形発達過程を考慮し、その認定の根拠を明

らかにすること。 
ｂ）広域的な地形面の変位・変形から、地下に伏在する活断層や褶曲の存

在が想定される場合には、変動地形学的調査・地表地質調査・地球物理

学的調査によって、その位置・形状を推定し、その根拠を明らかにする

こと。 
ｃ）陸域で活断層の存在が推定された場合、その存在及び形状を確認する

ため、トレンチ調査、ボーリング調査等の地表地質調査を実施すること。

また、必要に応じて深層ボーリングを実施すること。当該活断層から発

生する地震の規模を推定するため、活断層の活動区間や変位量を適切に

評価すること。 
ｄ）トレンチ調査等は、後期更新世以降の断層活動を確認する最も信頼で

きる手法のひとつであり、適切な掘削場所の選定が重要である。このた

め、トレンチ調査により活断層を確認できない場合には、その位置選定

が適切であったかを検討し、検討結果を明らかにすること。 

て、仕様を決めることが重要である。 
海域では、地形・地質情報を取得するため、音響測深や弾性波探査等、

地球物理学的調査を実施する必要がある。これらの調査によって、地下深

部の震源断層の位置や形状に関する情報も得られる可能性がある。 

 

１．２ 陸域・海域の特性を踏まえた調査 

（１）内陸地殻内地震に係る調査 

内陸地殻内地震に係る調査については、次に示す各事項の内容を満足して

いなければならない。 

① 半径 30km 範囲の陸域の調査 

ⅰ）空中写真判読から、活断層、活褶曲、活撓曲、広域的な地形面の変位・

変形を認定する場合には、地形発達過程を考慮し、その認定の根拠を明

らかにすること。 

ⅱ）広域的な地形面の変位・変形から、地下に伏在する活断層や褶曲の存

在が想定される場合には、変動地形学的調査・地表地質調査・地球物理

学的調査によって、その位置・形状を推定し、その根拠を明らかにする

こと。 

ⅲ）陸域で活断層の存在が推定された場合、その存在及び形状を確認する

ため、トレンチ調査、ボーリング調査等の地表地質調査を実施すること。

また、必要に応じて深層ボーリングを実施すること。当該活断層から発

生する地震の規模を推定するため、活断層の活動区間や変位量を適切に

評価すること。 

ⅳ）トレンチ調査等は、後期更新世以降の断層活動を確認する最も信頼で

きる手法のひとつであり、適切な掘削場所の選定が重要である。このた

め、トレンチ調査により活断層を確認できない場合には、その位置選定

が適切であったかを検討し、検討結果を明らかにすること。 
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ｅ）段丘面等の高度分布から、後期更新世以降の累積的な変動が明らかな

地域においては、累積的な変動の様式や広がりをもとに沿岸域に活断層

が推定される場合がある。このような場合には、適切な調査技術を組み

合わせた十分な調査を実施し、地下深部に至る活断層の形状を推定する

こと。 
② 半径 30km 範囲の海域の調査 

ａ）海域においては、適切な各種の調査技術を組み合わせた十分な調査を

実施し、広域的な海底地形と海底地質構造から深部の活断層を含め活断

層の位置・形状を推定し、その根拠を明らかにすること。 
ｂ）海域は基本的には堆積場である場合が多く、海底地形及び地層の変形

を広域的に明らかにすること。 
ｃ）海底下の地層の年代を十分な信頼性をもって決定すること。 

 
（２）プレート間地震に係る調査 

プレート間地震に係る調査については、次に示す各事項の内容を満足して

いなければならない。 
① プレート間地震は、活動間隔が数百年以内のものが多く、歴史記録から

地震規模や震源領域を推定することが可能である場合が多いため、歴史記

録等を検討すること。 
また、歴史記録が存在しない場合でも、古地震学的調査や考古学的調査

等の資料等を検討すること。 
② プレート間地震では海底に分岐断層が露出する場合が知られているこ

とから、震源領域や津波の波源域を把握するため、既存の海底地形図及び

弾性波探査記録を用いて、分岐断層の分布と形状を検討すること。 
③ プレート間地震の起こり方については、海溝に沿う破壊が比較的狭い震

源領域で止まる場合と、隣接する震源領域が連動して破壊が広範囲に及ぶ

ⅴ）段丘面等の高度分布から、後期更新世以降の累積的な変動が明らかな

地域においては、累積的な変動の様式や広がりをもとに沿岸域に活断層

が推定される場合がある。このような場合には、適切な調査技術を組み

合わせた十分な調査を実施し、地下深部に至る活断層の形状を推定する

こと。 

② 半径 30km 範囲の海域の調査 

ⅰ）海域においては、適切な各種の調査技術を組み合わせた十分な調査を

実施し、広域的な海底地形と海底地質構造から深部の活断層を含め活断

層の位置・形状を推定し、その根拠を明らかにすること。 

ⅱ）海域は基本的には堆積場である場合が多く、海底地形及び地層の変形

を広域的に明らかにすること。 

ⅲ）海底下の地層の年代を十分な信頼性をもって決定すること。 

 

（２）プレート間地震に係る調査 

プレート間地震に係る調査については、次に示す各事項の内容を満足して

いなければならない。 
① プレート間地震は、活動間隔が数百年以内のものが多く、歴史記録から

地震規模や震源領域を推定することが可能である場合が多いため、歴史記

録等を検討すること。 
また、歴史記録が存在しない場合でも、古地震学的調査や考古学的調査

等の資料等を検討すること。 
② プレート間地震では海底に分岐断層が露出する場合が知られているこ

とから、震源領域や津波の波源域を把握するため、既存の海底地形図及び

弾性波探査記録を用いて、分岐断層の分布と形状を検討すること。 
③ プレート間地震の起こり方については、海溝に沿う破壊が比較的狭い震

源領域で止まる場合と、隣接する震源領域が連動して破壊が広範囲に及ぶ
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場合があるため、敷地に大きな影響を与える歴史記録にない巨大地震発生

の可能性を検討する観点から、敷地周辺における海成段丘面の高度分布や

津波堆積物等に関する調査・研究結果を慎重に検討すること。 
 

（解説） 

１．２ 陸域・海域の特性を踏まえた調査 

（１）内陸地殻内地震に係る調査 
① 半径 30km 範囲の陸域の調査 

ａ）活断層の存在が推定される場所に連続する自然露頭がある場合を除

き、自然露頭調査のみによって活断層の存在を否定することはできな

い。このため、活断層が推定される場所においてトレンチ調査を行う

ことが重要である。それが困難な場合には、十分な数量の群列ボーリ

ングやその他の地層確認調査を実施し、活断層や地層の変形帯の全体

像を把握することが望ましい。 
ｂ）鮮新世・更新世の累積的な褶曲運動が推定される地域では、地質構

造の詳細な調査を行い、その性状に応じ地下の活断層の推定に努める

必要がある。 
ｃ）トレンチ調査においては、活断層が新期堆積物で覆われていること

もあるので、適切な掘削深度をとり、堆積物の変形に注意すること。 
ｄ）活断層の活動性を評価する場合には、調査地点の代表性に注意する

こと。 
② 半径 30km 範囲の海域の調査 

ａ）調査地域の特性に応じ十分な精度を有する測深調査により、詳細な

海底地形図を作成し、変動地形学的な検討を行うことが必要である。

また、測深調査では判別が困難な海底面の微細変動地形については、

これを把握するための適切な手法での調査を実施することが望まし

場合があるため、敷地に大きな影響を与える歴史記録にない巨大地震発生

の可能性を検討する観点から、敷地周辺における海成段丘面の高度分布や

津波堆積物等に関する調査・研究結果を慎重に検討すること。 
 

（解説） 

１．２ 陸域・海域の特性を踏まえた調査 

（１）内陸地殻内地震に係る調査 

① 半径 30km 範囲の陸域の調査 

ⅰ）活断層の存在が推定される場所に連続する自然露頭がある場合を除

き、自然露頭調査のみによって活断層の存在を否定することはできな

い。このため、活断層が推定される場所においてトレンチ調査を行う

ことが重要である。それが困難な場合には、十分な数量の群列ボーリ

ングやその他の地層確認調査を実施し、活断層や地層の変形帯の全体

像を把握することが望ましい。 

ⅱ）鮮新世・更新世の累積的な褶曲運動が推定される地域では、地質構

造の詳細な調査を行い、その性状に応じ地下の活断層の推定に努める

必要がある。 

ⅲ）トレンチ調査においては、活断層が新期堆積物で覆われていること

もあるので、適切な掘削深度をとり、堆積物の変形に注意すること。 

ⅳ）活断層の活動性を評価する場合には、調査地点の代表性に注意する

こと。 

② 半径 30km 範囲の海域の調査 

ⅰ）調査地域の特性に応じ十分な精度を有する測深調査により、詳細な

海底地形図を作成し、変動地形学的な検討を行うことが必要である。

また、測深調査では判別が困難な海底面の微細変動地形については、

これを把握するための適切な手法での調査を実施することが望まし
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い。 
ｂ）海底下の浅部構造が明瞭に把握できる探査法を使用することを基本

とする。さらに、必要に応じて深部構造を明瞭に把握できる適切な探

査法を使用することが望ましい。 
後期更新世以降の地層の変形を確実にとらえるため、調査地域の特

性に応じて、十分な精度を有し、明瞭な反射面が得られる探査法を採

用することが望ましい。 
ｃ）反射断面の層序区分は断面の交点全てで矛盾なく行う必要がある。 
ｄ）海域の活断層の活動性を確認する必要がある場合には、海底ボーリ

ング等により海底地質試料を採取し、堆積層の年代を特定することが

必要である。この場合、同等の詳細さを持つ既存文献（海水準変動曲

線等）との合理的な対比を用いることもできる。 
 
 
 

ｅ）陸域と海域の境界部においては、適切な調査により、陸域と海域を

連続させた地形及び地下構造を把握することが望ましい。これが行え

ない場合には、境界部の連続地下構造評価の妥当性とその根拠を明示

する必要がある。 
③ 耐震設計上考慮する活断層の認定やそれ以降の地震動評価において、

活断層の性状をできるだけ正確に把握することが必要であり、調査段階

において次の点を踏まえつつデータを整備することが望ましい。 
ａ）活断層の三次元構造を把握することが重要であり、必要に応じて三

次元弾性波探査等適切な探査法を使用すること。 
ｂ）露頭において観察される断層面の傾斜は、必ずしも地下深部の断層

面の傾斜と同一ではないこと。 

い。 

ⅱ）海底下の浅部構造が明瞭に把握できる探査法を使用することを基本

とする。さらに、必要に応じて深部構造を明瞭に把握できる適切な探

査法を使用することが望ましい。 

後期更新世以降の地層の変形を確実にとらえるため、調査地域の特

性に応じて、十分な精度を有し、明瞭な反射面が得られる探査法を採

用することが望ましい。 

ⅲ）反射断面の層序区分は断面の交点全てで矛盾なく行う必要がある。 

ⅳ）海域の活断層の活動性を確認する必要がある場合には、海底ボーリ

ング等により海底地質試料を採取し、堆積層の年代を特定することが

必要である。この場合、同等の詳細さを持つ既存文献（海水準変動曲

線等）との合理的な対比を用いることもできる。 

ⅴ）海底及び沿岸域における地すべりは津波の発生に寄与しうることか

ら、地すべりの分布やその規模等に関するデータを取得することが望

ましい。 

ⅵ）陸域と海域の境界部においては、適切な調査により、陸域と海域を

連続させた地形及び地下構造を把握することが望ましい。これが行え

ない場合には、境界部の連続地下構造評価の妥当性とその根拠を明示

する必要がある。 

③ 耐震設計上考慮する活断層の認定やそれ以降の地震動評価において、

活断層の性状をできるだけ正確に把握することが必要であり、調査段階

において次の点を踏まえつつデータを整備することが望ましい。 

ⅰ）活断層の三次元構造を把握することが重要であり、必要に応じて三

次元弾性波探査等適切な探査法を使用すること。 

ⅱ）露頭において観察される断層面の傾斜は、必ずしも地下深部の断層

面の傾斜と同一ではないこと。 
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ｃ）弾性波探査により得られた反射面の解釈では、物質境界（異なる地

層同士が接している境界）が、現在の力学境界（両側の相対的なずれ・

変位によって歪みを解消している境界）とは必ずしも一致しない場合

があること。 
ｄ）断層モデルに係る地震動評価に資する観点から、 
・ アスペリティの位置の推定には、活断層に沿った変位量（平均変

位速度）の変化に関する情報が有効であること。 
・ 破壊開始点の推定には、活断層の分岐形状等の地表形態に注目す

ること。 
 

（２）プレート間地震に係る調査 

地震性地殻変動の累積によって形成された海成段丘面の高度分布や歴

史記録等を詳細に検討し、震源領域の推定のため、次の点に留意すること

が望ましい。 
① 沖積平野の干潟や湿地が発達する場所において、湿地堆積物中に砂層

が含まれる場合には、その砂が海岸から運搬されたものかどうかを確認

するとともに、堆積構造や水平的な広がりから、津波堆積物かどうかを

判断すること。 
② 巨大地震や津波の規模の評価において、津波堆積物の時代を特定し、

津波遡上高（海岸から内陸へ津波がかけ上がる高さ）とその空間的分布

を活用すること。 
③ 津波波源の位置等に関する情報が含まれていないか、海底地形図と弾

性波探査記録を検討すること。 
 

１．３ 耐震設計上考慮する活断層の認定 

耐震設計上考慮する活断層の認定については、次に示す各事項の内容を満足し

ⅲ）弾性波探査により得られた反射面の解釈では、物質境界（異なる地

層同士が接している境界）が、現在の力学境界（両側の相対的なずれ・

変位によって歪みを解消している境界）とは必ずしも一致しない場合

があること。 

ⅳ）断層モデルに係る地震動評価に資する観点から、 

・ アスペリティの位置の推定には、活断層に沿った変位量（平均変

位速度）の変化に関する情報が有効であること。 

・ 破壊開始点の推定には、活断層の分岐形状等の地表形態に注目す

ること。 

 

（２）プレート間地震に係る調査 

地震性地殻変動の累積によって形成された海成段丘面の高度分布や歴

史記録等を詳細に検討し、震源領域の推定のため、次の点に留意すること

が望ましい。 

・ 沖積平野の干潟や湿地が発達する場所において、湿地堆積物中に砂層

が含まれる場合には、その砂が海岸から運搬されたものかどうかを確認

するとともに、堆積構造や水平的な広がりから、津波堆積物かどうかを

判断すること。 

・ 巨大地震や津波の規模の評価において、津波堆積物の時代を特定し、

津波遡上高（海岸から内陸へ津波がかけ上がる高さ）とその空間的分布

を活用すること。 

・ 津波波源の位置等に関する情報が含まれて
いないか、海底地形図と弾

性波探査記
を検討すること。 

 

１．３ 耐震設計上考慮する活断層の認定 

耐震設計上考慮する活断層の認定については、次に示す各事項の内容を満足し
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ていなければならない。 
 
（１）耐震設計上考慮する活断層の認定については、調査結果の精度や信頼性を

考慮した安全側の判断を行うこと。その根拠となる地形面の変位・変形は変

動地形学的調査により、その根拠となる地層の変位・変形は地表地質調査及

び地球物理学的調査により、それぞれ認定すること。 
いずれかの調査手法によって、耐震設計上考慮する活断層が存在する可能

性が推定される場合は、他の手法の調査結果も考慮し、安全側の判断を行う

こと。 
 
（２）後期更新世以降の累積的な地殻変動が否定できず、適切な地殻変動モデル

によっても、断層運動が原因であることが否定できない場合には、これらの

原因となる耐震設計上考慮する活断層を適切に想定すること。 
 
（３）地球物理学的調査によって得られる地下の断層の位置や形状は、変動地形

学的調査、地表地質調査によって想定される地表の活断層や広域的な変位・

変形の特徴と相互に矛盾のない合理的な説明ができること。 
 
（４）耐震設計上考慮する活断層の認定においては、一貫した認定の考え方によ

り、適切な判断を行うこと。 
 
（５）耐震設計上考慮する活断層の認定においては、認定の考え方、認定した根

拠及び認定根拠の情報の信頼性等を示すこと。 
 

（解説） 

１．３ 耐震設計上考慮する活断層の認定 

ていなければならない。 

 

（１）耐震設計上考慮する活断層の認定については、調査結果の精度や信頼性を

考慮した安全側の判断を行うこと。その根拠となる地形面の変位・変形は変

動地形学的調査により、その根拠となる地層の変位・変形は地表地質調査及

び地球物理学的調査により、それぞれ認定すること。 

いずれかの調査手法によって、耐震設計上考慮する活断層が存在する可能

性が推定される場合は、他の手法の調査結果も考慮し、安全側の判断を行う

こと。 

 

（２）後期更新世以降の累積的な地殻変動が否定できず、適切な地殻変動モデル

によっても、断層運動が原因であることが否定できない場合には、これらの

原因となる耐震設計上考慮する活断層を適切に想定すること。 

 

（３）地球物理学的調査によって得られる地下の断層の位置や形状は、変動地形

学的調査、地表地質調査によって想定される地表の活断層や広域的な変位・

変形の特徴と相互に矛盾のない合理的な説明ができること。 

 

（４）耐震設計上考慮する活断層の認定においては、一貫した認定の考え方によ

り、適切な判断を行うこと。 

 

（５）耐震設計上考慮する活断層の認定においては、認定の考え方、認定した根

拠及び認定根拠の情報の信頼性等を示すこと。 

 

（解説） 

１．３ 耐震設計上考慮する活断層の認定 
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（１）半径 30km 範囲の耐震設計上考慮する活断層の認定に当たっては、すべ

ての調査方法で活断層の存在が必ず確認されるとは限らないので、いずれ

かの調査手法によって、耐震設計上考慮する活断層が存在する可能性が推

定される場合は、その認定根拠の本質に立ち返って総合的に検討する必要

がある。 
 
（２）基盤岩からなる山地内の河谷屈曲等が発達する場所、海食台等侵食作用

が卓越する場所等については、堆積物の年代により断層運動の時代を特定

できない場合でも活断層の存在する可能性を総合的に検討する必要があ

る。 
 
（３）顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では、弾性波探

査によって断層が確認されない場合でも、これを合理的に説明する適切な

地形発達過程を検討する必要がある。 
また、海底に顕著な変動地形が認められる場合にも、それを合理的に説

明できる活断層を想定する必要がある。 
 
（４）後期更新世以降の地層が局所的に急傾斜している場所については、その

地下の比較的浅いところに活断層の存在する可能性を検討する必要があ

る。 
また、広域的な隆起等の変動についての要因を活断層によらないものと

判断する際には、その理由を明確にする必要がある。 
 

（５）後期更新世の地形面や地層が十分に分布しない場合には、さらに古い年

代の地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検討し、耐震設計上考

慮する活断層の認定を行う必要がある。なお、応力場は、近傍で発生した

（１）半径 30km 範囲の耐震設計上考慮する活断層の認定に当たっては、すべ

ての調査方法で活断層の存在が必ず確認されるとは限らないので、いずれ

かの調査手法で相当程度の確からしさをもって認定できる場合は、その認

定根拠の本質に立ち返って総合的に検討する必要がある。 

 

 

（２）基盤岩からなる山地内の河谷屈曲等が発達する場所、海食台等浸食作用

が卓越する場所等については、堆積物の年代により断層運動の時代を特定

できない場合でも活断層の存在する可能性を総合的に検討する必要があ

る。 

 

（３）顕著な海岸隆起によって累積的な変位が認められる地域では、弾性波探

査によって断層が確認されない場合でも、これを合理的に説明する適切な

地形発達過程を検討する必要がある。 

また、海底に顕著な変動地形が認められる場合にも、それを合理的に説

明できる活断層を想定する必要がある。 

 

（４）後期更新世以降の地層が局所的に急傾斜している場所については、その

地下の比較的浅いところに活断層の存在する可能性を検討する必要があ

る。 

また、広域的な隆起等の変動についての要因を活断層によらないものと

判断する際には、その理由を明確にする必要がある。 

 

（５）後期更新世の地形面や地層が分布しない場合には、さらに古い年代の地

形及び地質、地質構造、応力場等を総合的に検討し、耐震設計上考慮する

活断層の認定を行う必要がある。 
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地震等により大きく変化する可能性があることを考慮すること。 
 
（６）厚い沖積層が分布する地域や、個々の変動地形が短いか又は不明瞭な地

域等のように、活断層を見つけ出すことが困難な特性を持つ地域において

は、そのことを念頭においた慎重な検討を行うこと。 
 

（７）不確かさの考慮 

耐震設計上考慮する活断層の認定には、必要な調査を行っても不確かさ

（ばらつき）が存在する。活断層の認定に当たっては、不確かさを考慮し

た判断を行うこと。 
 

２．敷地周辺の地質・地質構造の調査及び地盤調査 

敷地周辺の地質・地質構造、地下構造及び地盤物性等を把握するため、敷地周

辺の地質・地質構造の調査及び地盤調査については、次に示す各事項の内容を満

足していなければならない。 
 
（１）敷地周辺の調査 

敷地周辺の調査は、地域特性や敷地からの距離に応じて、既存文献の調査、

既存の坑井データの収集・分析、地震観測記録の分析、地表踏査、ボーリン

グ調査、二次元あるいは三次元の物理探査（弾性波探査、電気探査、検層、

微動探査、重力探査等）、トレンチ調査等を適切な手順と組合せで実施する

こと。 
 

（２）施設の位置における調査 

   施設の位置における調査は、施設の耐震設計上の重要度に応じて、試掘坑

調査、ボーリング調査、二次元あるいは三次元の物理探査（弾性波探査、電

 

 

（６）厚い沖積層が分布する地域や、個々の変動地形が短いか又は不明瞭な地

域等のように、活断層を見つけ出すことが困難な特性を持つ地域において

は、そのことを念頭においた慎重な検討を行うことが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

２．敷地周辺の地質・地質構造の調査及び地盤調査 

 敷地周辺の地質・地質構造、地下構造及び地盤物性等を把握するため、敷地周

辺の地質・地質構造の調査及び地盤調査については、次に示す各事項の内容を満

足していなければならない。 

 

（１）敷地周辺の調査 

敷地周辺の調査は、地域特性や敷地からの距離に応じて、既存文献の調査、

既存の坑井データの収集・分析、地震観測記録の分析、地表地質調査、ボー

リング調査、二次元あるいは三次元の物理探査（弾性波探査、電気探査、検

層、微動探査、重力探査等）、トレンチ調査等を適切な手順と組合せで実施

すること。 

 

（２）施設の位置における調査 

   施設の位置における調査は、施設の耐震設計上の重要度に応じて、試掘坑

調査、ボーリング調査、二次元あるいは三次元の物理探査（弾性波探査、電
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気探査、検層等）、地盤材料試験（岩石試験、土質試験）、原位置試験（サウ

ンディング、原位置岩盤試験）、トレンチ調査等を適切な手順と組合せで実

施すること。また、地下水の状況を明らかにする必要がある場合には、必要

な範囲の地形や地下水流動場を想定して地下水調査を行うこと。 
 

（解説） 

２．敷地周辺の地質・地質構造の調査及び地盤調査 

（１）調査計画立案に当たっては、当該地域の地震の性質及び地形・地質等の

特性を把握し、適切な調査範囲、各調査手法の有効性等を検討し、適切な

調査仕様を決めることが必要である。 

 

（２）基準地震動 Ss の策定及び入力地震動の評価を適切に行うためには、地

震波の伝播特性（増幅特性を含む。以下同じ。）に影響を与える地下構造

（地殻・上部マントル構造、地震基盤から地表までの深部・浅部地盤構造）

を把握する必要がある。そのため、敷地周辺における地層の傾斜、断層、

褶曲構造等の地質構造を把握するとともに、地震基盤の位置や形状、地震

波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を把握する必要がある。特

に、不整形な地下構造が存在する場合には三次元的な地下構造を把握する

ことが望ましい。浅部地盤では必要に応じ、地盤の非線形応答に関係する

地盤の動的変形特性を把握すること。 

なお、入力地震動とは、基準地震動 Ss による地震力に対して施設の安

全機能が保持できること、建物・構築物が設置される地盤が十分な支持性

能を持つこと（以下「建物・構築物の地盤の支持性能」という。）及び施

設の周辺斜面で地震時に想定しうる崩壊等によっても施設の安全機能が

重大な影響を受けるおそれがないこと（以下「施設の周辺斜面の安全性」

という。）を評価する際に用いる地震動であって、基準地震動 Ssに基づく

気探査、検層等）、地盤材料試験（岩石試験、土質試験）、原位置試験（サウ

ンディング、原位置岩盤試験）、トレンチ調査等を適切な手順と組合せで実

施すること。また、地下水の状況を明らかにする必要がある場合には、必要

な範囲の地形や地下水流動場を想定して地下水調査を行うこと。 

 

（解説） 

２．敷地周辺の地質・地質構造の調査及び地盤調査 

（１）調査計画立案に当たっては、当該地域の地震の性質及び地形・地質等の

特性を把握し、適切な調査範囲、各調査手法の有効性等を検討し、適切な

調査仕様を決めることが必要である。 

 

（２）基準地震動 Ss の策定及び入力地震動の評価を適切に行うためには、地

震波の伝播特性（増幅特性を含む。以下同じ。）に影響を与える地下構造

（地殻・上部マントル構造、地震基盤から地表までの深部・浅部地盤構造）

を把握する必要がある。そのため、敷地周辺における地層の傾斜、断層、

褶曲構造等の地質構造を把握するとともに、地震基盤の位置や形状、地震

波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性を把握する必要がある。特

に、不整形な地下構造が存在する場合には三次元的な地下構造を把握する

ことが望ましい。浅部地盤では必要に応じ、地盤の非線形応答に関係する

地盤の動的変形特性を把握すること。 

なお、入力地震動とは、基準地震動 Ss による地震力に対して施設の安

全機能が保持できること、建物・構築物が設置される地盤が十分な支持性

能を持つこと（以下「建物・構築物の地盤の支持性能」という。）及び施

設の周辺斜面で地震時に想定しうる崩壊等によっても施設の安全機能が

重大な影響を受けるおそれがないこと（以下「施設の周辺斜面の安全性」

という。）を評価する際に用いる地震動であって、基準地震動 Ssに基づく
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ものをいう。 

 

（３）建物・構築物の地盤の支持性能及び施設の周辺斜面の安全性を評価する

に当たっては、適切な解析モデルの作成のため、地質・地質構造や地盤の

物理・力学特性等を把握する必要がある。 

 

（４）建物・構築物の地盤の支持性能の評価に必要な調査について 

① 敷地の地表地質調査においては、断層及び地すべり面の存否確認とそ

の分布・形状、活動性、性状等を調査する必要がある。また、施設に影

響を及ぼすおそれのある変動地形や地すべり地形が認められる場合に

は、詳細に調査を行う必要がある。 
② 敷地の地盤については、その後の詳細な調査・試験に利用する基本的

な分類を行うために、原則として地質要素に工学的な判断を加えた地盤

等級区分を行う必要がある。 
③ 敷地周辺に大規模な断層や褶曲構造等が存在し、地盤内応力がその影

響を受けていることが想定される場合には、地盤の初期応力を測定する

ことが望ましい。 
④ 建物・構築物が設置される地盤の支持性能に影響を及ぼすと考えられ

る断層破砕帯等の弱層は、その形態や性状及び物理・力学特性を詳細に

調査する必要がある。 
⑤ 建物・構築物の地盤の支持性能の評価に当たっては、必要な範囲の地

質・地質構造及び地盤物性を詳細に把握するため、施設の耐震設計上の

重要度に応じて、適切な掘削深度のボーリング調査、試掘坑調査、地盤

材料試験（岩石試験、土質試験）、原位置試験（サウンディング、原位

置岩盤試験）等を以下により実施する必要がある。 
ａ）ボーリング調査は、建物・構築物の基礎底面を含む必要な範囲につ

ものをいう。 

 

（３）建物・構築物の地盤の支持性能及び施設の周辺斜面の安全性を評価する

に当たっては、適切な解析モデルの作成のため、地質・地質構造や地盤の

物理・力学特性等を把握する必要がある。 

 

（４）建物・構築物の地盤の支持性能の評価に必要な調査について 

① 敷地の地質調査においては、断層及び地すべり面の存否確認とその分

布・形状、活動性、性状等を調査する必要がある。また、施設に影響を

及ぼすおそれのある変動地形や地すべり地形が認められる場合には、詳

細に調査を行う必要がある。 

② 敷地の地盤については、その後の詳細な調査・試験に利用する基本的

な分類を行うために、原則として地質要素に工学的な判断を加えた地盤

等級区分を行う必要がある。 
③ 敷地周辺に大規模な断層や褶曲構造等が存在し、地盤内応力がその影

響を受けていることが想定される場合には、地盤の初期応力を測定する

ことが望ましい。 
④ 建物・構築物が設置される地盤の支持性能に影響を及ぼすと考えられ

る断層破砕帯等の弱層は、その形態や性状及び物理・力学特性を詳細に

調査する必要がある。 
⑤ 建物・構築物の地盤の支持性能の評価に当たっては、必要な範囲の地

質・地質構造及び地盤物性を詳細に把握するため、施設の耐震設計上の

重要度に応じて、適切な掘削深度のボーリング調査、試掘坑調査、地盤

材料試験（岩石試験、土質試験）、原位置試験（サウンディング、原位

置岩盤試験）等を以下により実施する必要がある。 

ⅰ）ボーリング調査は、建物・構築物の基礎底面を含む必要な範囲につ
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いて、適切な深度と本数で実施する必要がある。 
ｂ）試掘坑は、原則として建物・構築物の基礎底面以浅で互いに直交す

る横坑とし、基礎幅以上の適切な長さとする必要がある。 
ｃ）原位置試験（サウンディング、原位置岩盤試験）は、地質や地盤の

性状を考慮し、試掘坑等の適切な位置で行う必要がある。 
ｄ）室内及び原位置で行う調査や試験は、最新の知見に基づいて実施す

る必要がある。特に、試験条件は、対象とする地盤の特性を考慮して

設定する必要がある。 
ｅ）必要に応じ、最新の手法を用いた高解像物理探査を実施し、試掘坑

調査及びボーリング調査等により得られた情報と統合し、敷地内の地

盤構造を三次元的に把握することが望ましい。 
 

ⅱ．基準地震動の策定 

１．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

１．１ 検討用地震の選定 

（１）震源として想定する断層の形状等の評価 

震源として想定する断層の形状等の評価においては、次に示す各事項の内

容を満足していなければならない。 

① 内陸地殻内地震においては、複数の連続する活断層や近接した複数の活

断層が連動して、より規模の大きな地震を引き起こすことも考慮して、既

存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査の結

果に基づき起震断層を設定すること。 
また、長大な活断層（群）において、破壊の開始点とアスペリティとの

位置関係等によって、一括放出型地震（起震断層全体の活動による地震）

よりも分割放出型地震（起震断層を構成する一部の活断層の活動による地

震）の方が敷地に大きな影響を及ぼす可能性がある場合には、分割放出型

いて、適切な深度と本数で実施する必要がある。 

ⅱ）試掘坑は、原則として建物・構築物の基礎底面以浅で互いに直交す

る横坑とし、基礎幅以上の適切な長さとする必要がある。 

ⅲ）原位置試験（サウンディング、原位置岩盤試験）は、地質や地盤の

性状を考慮し、試掘坑等の適切な位置で行う必要がある。 

ⅳ）室内及び原位置で行う調査や試験は、最新の知見に基づいて実施す

る必要がある。特に、試験条件は、対象とする地盤の特性を考慮して

設定する必要がある。 

ⅴ）必要に応じ、最新の手法を用いた高解像物理探査を実施し、試掘坑

調査及びボーリング調査等により得られた情報と統合し、敷地内の地

盤構造
三次元的に把握することが望ましい。 

 

Ⅳ．基準地震動の策定 

１．敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

１．１ 検討用地震の選定 

（１）震源として想定する断層の形状等の評価 

震源として想定する断層の形状等の評価においては、次に示す各事項の内

容を満足していなければならない。 

① 内陸地殻内地震においては、複数の連続する活断層や近接して分岐、並

走する複数の活断層が連動してより規模の大きな地震を引き起こすこと

も考慮して、既存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物

理学的調査の結果に基づき起震断層を設定すること。 

また、長大な活断層（群）において、破壊の開始点とアスペリティとの

位置関係等によって、一括放出型地震（起震断層全体の活動による地震）

よりも分割放出型地震（起震断層を構成する一部の活断層の活動による地

震）の方が敷地に大きな影響を及ぼす可能性がある場合には、分割放出型
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地震に対応する活断層（群）から構成される活動区間を設定すること。 
② プレート間地震においては、プレート形状、すべり欠損分布等を踏まえ、

不確かさ（ばらつき）を考慮して震源領域、すべり量分布等を適切に設定

すること。また、隣り合う震源領域が連動して、より規模の大きな地震を

引き起こすことがあるため、震源領域の最大規模の連動を適切に考慮する

こと。 
さらに、破壊の開始点とアスペリティとの位置関係等によって、震源領

域の最大規模の連動よりも震源領域の単独活動や隣接する一部の震源領

域の連動の方が敷地に大きな影響を及ぼす可能性がある場合には、震源領

域の単独活動や一部の連動を考慮すること。 
③ 海洋プレート内地震においては、テクトニクス的背景を考慮した上で、

震源領域を設定すること。 
④ 地震発生に伴う応力伝播によって異なる発生様式の地震が発生する可

能性について検討すること。 
   

（２）震源特性パラメータの設定 

震源特性パラメータの設定に当たっては、最新の知見を十分に考慮・反映

するとともに、次に示す各事項の内容を満足していなければならない。 
  ① 内陸地殻内地震の起震断層、活動区間及びプレート間地震の震源領域に

対応する震源特性パラメータは、既存文献の調査、変動地形学的調査、地

表地質調査、地球物理学的調査の結果を踏まえ適切に設定すること。 
② 震源断層モデルの長さ又は面積、あるいは単位変位量（１回の活動によ

る変位量）と地震規模を関連づける経験式を用いて地震規模を設定する場

合には、経験式の適用範囲を十分に検討して行うこと。その際、経験式は

平均値としての地震規模を与えるものであることから、その不確かさ（ば

らつき）も考慮する必要がある。 

地震に対応する活断層（群）から構成される活動区間を設定すること。 

② プレート間地震においては、隣り合う震源領域が連動して、より規模の

大きな地震を引き起こすことがあるため、震源領域の最大規模の連動を適

切に考慮すること。 

 

 

また、破壊の開始点とアスペリティとの位置関係等によって、震源領域

の最大規模の連動よりも震源領域の単独活動や隣接する一部の震源領域

の連動の方が敷地に大きな影響を及ぼす可能性がある場合には、震源領域

の単独活動や一部の連動を考慮すること。 

③ 海洋プレート内地震においては、地震の発生様式が地域によって異なる

ことに留意して、震源領域を設定すること。 

 

 

 

（２）震源特性パラメータの設定 

震源特性パラメータの設定に当たっては、最新の知見を十分に考慮・反映

するとともに、次に示す各事項の内容を満足していなければならない。 

 ① 内陸地殻内地震の起震断層、活動区間及びプレート間地震の震源領域に

対応する震源特性パラメータは、既存文献の調査、変動地形学的調査、地

表地質調査、地球物理学的調査の結果を踏まえ適切に設定すること。 

② 震源断層モデルの長さ又は面積、あるいは単位変位量（１回の活動によ

る変位量）と地震規模を関連づける経験式を用いて地震規模を設定する場

合には、経験式の適用範囲を十分に検討して行うこと。 
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③ プレート間地震及び海洋プレート内地震の規模の設定においては、敷地

周辺において過去に発生した地震の規模、すべり量、震源領域の広がり等

に関する地形・地質学的、地震学的及び測地学的な直接・間接的な情報を

可能な限り活用すること。 
④ 長大な活断層による地震や孤立した短い活断層による地震の規模は、最

新の知見を十分に考慮して設定すること。 
 

（解説） 

１．１ 検討用地震の選定 

（１）震源として想定する断層の形状等の評価 
① 内陸地殻内地震における起震断層及び活動区間は、既存文献の調査、

変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査の結果の信頼度（確

からしさ）や精度等を考慮し、地形発達過程、地質構造、断層の活動履

歴や単位変位量分布・平均変位速度分布、過去及び現在の地震活動の特

徴等を総合して設定する必要がある。また、不連続部の形態、断層の三

次元形状や三次元的な断層相互の位置関係、並びに重力異常・地震波速

度構造・地殻変動（測地・測量データ）等の地球物理学的データを考慮

して設定する必要がある。 
② プレート間地震における震源領域は、分岐断層を含む断層の三次元形

状、海底地質構造並びに海底の変動地形学的証拠、海岸の隆起・沈降等

の変動地形学的証拠、重力異常・地震波速度構造・微小地震分布・発震

機構解分布・地震時及び地震間の地殻変動等の地球物理学的データを十

分に考慮して設定する必要がある。また、震源領域の最大規模の連動は、

地震や津波の観測記録及び歴史記録、津波堆積物等の地質学的証拠等に

基づいて設定する必要がある。 
③ プレート間地震については、地震発生域の深さの下限から海溝軸まで

③ プレート間地震及び海洋プレート内地震の規模の設定においては、敷地

周辺において過去に発生した地震の規模、すべり量、震源領域の広がり等

に関する地形・地質学的、地震学的及び測地学的な直接・間接的な情報を

可能な限り活用すること。 

④ 長大な活断層による地震や孤立した短い活断層による地震の規模は、最

新の知見を十分に考慮して設定すること。 

 

（解説） 

１．１ 検討用地震の選定 

（１）震源として想定する断層の形状等の評価 

① 内陸地殻内地震における起震断層及び活動区間は、既存文献の調査、

変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査の結果の信頼度（確

からしさ）や精度等を考慮し、地形発達過程、地質構造、断層の活動履

歴や単位変位量分布・平均変位速度分布、過去及び現在の地震活動の特

徴等を総合して設定する必要がある。また、不連続部の形態、断層の三

次元形状や三次元的な断層相互の位置関係、並びに重力異常・地震波速

度構造・地殻変動（測地・測量データ）等の地球物理学的データを考慮

して設定する必要がある。 

② プレート間地震における震源領域は、分岐断層を含む断層の三次元形

状、海底地質構造並びに海底の変動地形学的証拠、海岸の隆起・沈降等

の変動地形学的証拠、重力異常・地震波速度構造・微小地震分布・発震

機構解分布・地震時及び地震間の地殻変動等の地球物理学的データを十

分に考慮して設定する必要がある。また、震源領域の最大規模の連動は、

地震や津波の観測記録及び歴史記録、津波堆積物等の地質学的証拠等に

基づいて設定する必要がある。 
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が震源域となる地震（断層幅が飽和するような地震）を考慮すること。

その際、テクトニクス的背景を考慮して、深部における低周波地震・微

動の発生域までを深さの下限として設定すること。 
④ 海洋プレート内地震については、地震の発生機構が太平洋プレート内

とフィリピン海プレート内で異なること等を踏まえ、過去に発生した海

洋プレート内地震の地域特性を考慮して、震源領域を設定する必要があ

る。 
⑤ 巨大地震は沈み込みプレート境界では過去の事例の有無や場所に関

わらずその発生を否定できないこと及び地震の発生域と規模は過去の

事例によるだけではそれを超えるものが発生する可能性を否定したこ

とにはならないこと等から、過去に国内のみならず世界で起きた大規模

な事例を踏まえ、地震の発生機構やテクトニクス的背景の類似性を考慮

した上で、検討を行うこと。 
⑥ 起震断層、活動区間や震源領域の連動の評価においては、活断層やプ

レート間地震及び海洋プレート内地震の震源領域に関する調査研究に

加え、断層の三次元形状や断層間相互作用に関する最新の知見の収集に

努め、評価手法の高度化を図ることが望ましい。 
⑦ 起震断層、活動区間や震源領域の活動性は、既存文献の調査、変動地

形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査の結果に基づく平均変位

速度、単位変位量及び活動間隔により推定する必要がある。 
 

（２）震源特性パラメータの設定 

① 既存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調

査によって得られた個々のデータや結果については、信頼度、精度、空

間代表性等を評価し、震源特性パラメータの設定に反映させる必要があ

る。空間代表性は、震源特性パラメータの設定に大きな影響を与えるこ

 

 

 

③ 海洋プレート内地震については、地震の発生様式が太平洋プレート内

とフィリピン海プレート内で異なること等を踏まえ、過去に発生した海

洋プレート内地震の地域特性を考慮して、震源領域を設定する必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

④ 起震断層、活動区間や震源領域の連動の評価においては、活断層やプ

レート間地震及び海洋プレート内地震の震源領域に関する調査研究に

加え、断層の三次元形状や断層間相互作用に関する最新の知見の収集に

努め、評価手法の高度化を図ることが望ましい。 

⑤ 起震断層、活動区間や震源領域の活動性は、既存文献の調査、変動地

形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調査の結果に基づく平均変位

速度、単位変位量及び活動間隔により推定する必要がある。 

 

（２）震源特性パラメータの設定 

① 既存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、地球物理学的調

査によって得られた個々のデータや結果については、信頼度、精度、空

間代表性等を評価し、震源特性パラメータの設定に反映させる必要があ

る。空間代表性は、震源特性パラメータの設定に大きな影響を与えるこ
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とから、個々のデータについて慎重に検討して評価する必要がある。 
② 長大な活断層の地震規模の設定においては、世界の長大な活断層帯や

海溝周辺で発生した地震のデータを含む経験式や、断層の連動時の地震

規模推定に関する様々なモデルと、既存文献の調査、変動地形学的調査、

地表地質調査、地球物理学的調査の結果を比較し、検討対象の震源断層

に最も適切と判断される経験式やモデルを適用する必要がある。 
③ 孤立した短い活断層については、地表で認められる活断層の長さが必

ずしも震源断層の長さを示さない可能性があることから、対象地域での

地震発生層の厚さ、地震発生機構、応力場等に関する最新の知見を十分

に考慮して、その地域において発生する地震の規模を設定する必要があ

る。 
 

 

１．２ 地震動評価 

地震動評価においては、次に示す各事項の内容を満足していなければならな

い。 
（１）応答スペクトルに基づく地震動評価 

① 応答スペクトルに基づく地震動評価は、用いられている地震記録の地震

規模、震源距離等から、適用条件、適用範囲について検討した上で、参照

する経験式を選定して適切に行うこと。 
② 水平及び鉛直地震動の応答スペクトルは、参照する経験式の特徴を踏ま

え、敷地周辺の地下構造に基づく地震波の伝播特性の影響を考慮して評価

すること。 
③ 応答スペクトルから時刻歴波形を作成する場合の継続時間や振幅包絡

線の経時変化については、地震の規模及び震源と敷地との距離等を考慮し

て設定すること。 

とから、個々のデータについて慎重に検討して評価する必要がある。 

② 長大な活断層の地震規模の設定においては、世界の長大な活断層帯や

海溝周辺で発生した地震のデータを含む経験式や、断層の連動時の地震

規模推定に関する様々なモデルと、既存文献の調査、変動地形学的調査、

地表地質調査、地球物理学的調査の結果を比較し、検討対象の震源断層

に最も適切と判断される経験式やモデルを適用する必要がある。 

③ 孤立した短い活断層については、地表で認められる活断層の長さが必

ずしも震源断層の長さを示さない可能性があることから、対象地域での

地震発生層の厚さ、地震発生機構、応力場等に関する最新の知見を十分

に考慮して、その地域において発生する
震の規模を設定する必要があ

る。 

 

 

１．２ 地震動評価 

地震動評価においては、次に示す各事項の内容を満足していなければならな

い。 

（１）応答スペクトルに基づく地震動評価 
① 応答スペクトルに基づく地震動評価は、用いられている地震記録の地震

規模、震源距離等から、適用条件、適用範囲について検討した上で、参照

する経験式を選定して適切に行うこと。 
② 水平及び鉛直地震動の応答スペクトルは、参照する経験式の特徴を踏ま

え、敷地周辺の地下構造に基づく地震波の伝播特性の影響を考慮して評価

すること。 
③ 応答スペクトルから時刻歴波形を作成する場合の継続時間や振幅包絡

線の経時変化については、地震の規模及び震源と敷地との距離等を考慮し

て設定すること。 
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（２）断層モデルを用いた手法による地震動評価 

① 観測記録がある場合には、記録の精度や想定する震源断層の特徴を踏ま

え、要素地震としての適切性について慎重に検討した上で、経験的グリー

ン関数法による地震動評価を行うこと。 
② 統計的グリーン関数法及びハイブリッド法（理論的手法と統計的あるい

は経験的グリーン関数法を組み合わせたものをいう。以下同じ。）による

地震動評価においては、地質・地質構造等の調査結果に基づき、各々の手

法に応じて地震波の伝播特性を適切に評価すること。 
 
（３）不確かさ（ばらつき）の考慮 

不確かさ（ばらつき）を考慮した地震動評価においては、震源断層モデル

の不確かさ（ばらつき）を考慮したパラメータについて、その設定の考え方

を明確にすること。 
 

（解説） 

１．２ 地震動評価 

（１）応答スペクトルに基づく地震動評価 
① 応答スペクトルに基づく地震動評価においては、参照する経験式に応

じて、適切なパラメータを設定する必要がある。 
また、震源断層の不均質性、断層破壊の伝播や震源メカニズムの影響

を適切に考慮することが望ましい。 
② 敷地における地震観測記録が存在する場合には、それらを収集・整

理・解析し、地震の発生様式や地域性を考慮して地震波の伝播特性の影

響を評価し、応答スペクトルに反映させることが望ましい。 
 

 
（２）断層モデルを用いた手法による地震動評価 

① 観測記録がある場合には、記録の精度や想定する震源断層の特徴を踏ま

え、要素地震としての適切性について慎重に検討した上で、経験的グリー

ン関数法による地震動評価を行うこと。 
② 統計的グリーン関数法及びハイブリッド法（理論的手法と統計的あるい

は経験的グリーン関数法を組み合わせたものをいう。以下同じ。）による

地震動評価においては、地質・地質構造等の調査結果に基づき、各々の手

法に応じて地震波の伝播特性を適切に評価すること。 
 

（３）不確かさ（ばらつき）の考慮 

不確かさ（ばらつき）を考慮した地震動評価においては、震源断層モデル

の不確かさ（ばらつき）を考慮したパラメータについて、その設定の考え方

を明確にすること。 

 

（解説） 

１．２ 地震動評価 

（１）応答スペクトルに基づく地震動評価 
① 応答スペクトルに基づく地震動評価においては、参照する経験式に応

じて、適切なパラメータを設定する必要がある。 
また、震源断層の不均質性、断層破壊の伝播や震源メカニズムの影響

を適切に考慮することが望ましい。 
② 敷地における地震観測記録が存在する場合には、それらを収集・整

理・解析し、地震の発生様式や地域性を考慮して地震波の伝播特性の影

響を評価し、応答スペクトルに反映させることが望ましい。 
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（２）断層モデルを用いた手法による地震動評価 
① 地下構造モデルを作成する際には、震源領域から解放基盤表面までの

地震波の伝播特性に影響を与える地殻・上部マントル構造、地震基盤か

ら解放基盤表面までの深部地盤構造を考慮して、地震波速度及び減衰定

数等を設定する必要がある。特に、検討用地震としてプレート間地震及

び海洋プレート内地震が選定された場合には、そのプレート構造を考慮

する必要がある。 
② 経験的グリーン関数法を適用する場合には、観測記録の得られた地点

と解放基盤表面との相違を適切に評価する必要がある。 
③ 経験的グリーン関数法に用いる要素地震については、地震の規模、震

源位置、震源深さ、メカニズム等を考慮し、それらの各種パラメータの

妥当性を確認する必要がある。 
④ 統計的グリーン関数法を用いる場合には、対象とする地震の震源特性

や伝播特性等を考慮して、要素地震の位相特性、経時特性、振幅特性を

適切に設定する必要がある。 
⑤ ハイブリッド法を用いる場合の長周期側と短周期側の接続周期は、そ

れぞれの手法の精度や用いた地下構造モデルを考慮して適切に設定す

る必要がある。また、地下構造モデルは、地震観測記録等によってその

妥当性を確認することが望ましい。 
⑥ 経験的グリーン関数法、統計的グリーン関数法、ハイブリッド法以外

の手法を用いる場合には、その手法の妥当性を、研究事例等により示す

ことが必要である。 
 

（３）不確かさ（ばらつき）の考慮 

震源断層モデルの不確かさ（ばらつき）を考慮する場合には、敷地にお

ける地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメータ

（２）断層モデルを用いた手法による地震動評価 
① 地下構造モデルを作成する際には、震源領域から解放基盤表面までの

地震波の伝播特性に影響を与える地殻・上部マントル構造、地震基盤か

ら解放基盤表面までの深部地盤構造を考慮して、地震波速度及び減衰定

数等を設定する必要がある。特に、検討用地震としてプレート間地震及

び海洋プレート内地震が選定された場合には、そのプレート構造を考慮

する必要がある。 
② 経験的グリーン関数法を適用する場合には、観測記録の得られた地点

と解放基盤表面との相違を適切に評価する必要がある。 
③ 経験的グリーン関数法に用いる要素地震については、地震の規模、震

源位置、震源深さ、メカニズム等を考慮し、それらの各種パラメータの

妥当性を確認する必要がある。 
④ 統計的グリーン関数法を用いる場合には、対象とする地震の震源特性

や伝播特性等を考慮して、要素地震の位相特性、経時特性、振幅特性を

適切に設定する必要がある。 
⑤ ハイブリッド法を用いる場合の長周期側と短周期側の接続周期は、そ

れぞれの手法の精度や用いた地下構造モデルを考慮して適切に設定す

る必要がある。また、地下構造モデルは、地震観測記録等によってその

妥当性を確認することが望ましい。 
⑥ 経験的グリーン関数法、統計的グリーン関数法、ハイブリッド法以外

の手法を用いる場合には、その手法の妥当性を、研究事例等により示す

ことが必要である。 
 

（３）不確かさ（ばらつき）の考慮 

震源断層モデルの不確かさ（ばらつき）を考慮する場合には、敷地にお

ける地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメータ
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について分析し、その結果を地震動評価に反映させることが必要である。

特に、断層モデルを用いた手法による地震動評価では、アスペリティの位

置・応力降下量や破壊開始点の設定等が重要であることに留意すること。 
 

２．震源を特定せず策定する地震動 

震源を特定せず策定する地震動は、震源と活断層を関連付けることが困難な過

去の内陸地殻内地震について得られた震源近傍の観測記録を基に策定する必要

がある。しかし、現時点では利用できる観測記録が少ないことから、最新の知見

に照らして個別にその妥当性を確認しなければならない。 
 

（解説） 

２．震源を特定せず策定する地震動 

震源を特定せず策定する地震動は、最近の観測記録等を踏まえ、その妥当性

が検証されていることが望ましい。しかし、十分な観測記録が得られない場合

には、最新の知見に基づく検討により妥当性が確認されている必要がある。例

えば、地震調査研究推進本部による「震源断層を予め特定しにくい地震」の最

大規模等を参考に、当該地域の地震発生様式から設定した地震規模の震源断層

を想定し、震源近傍の面的な地震動評価を行い、その地震動レベルから妥当性

を確認すること等が参考例として挙げられる。 
 

３．基準地震動の評価 

 基準地震動 Ss は、敷地ごとに震源を特定して策定する地震動及び震源を特定

せず策定する地震動の評価結果を踏まえて適切に策定されていること。 

 

（解説） 

３．基準地震動の評価 

について分析し、その結果を地震動評価に反映させることが必要である。

特に、断層モデルを用いた手法による地震動評価では、アスペリティの位

置・応力降下量や
破壊開始点の設定等が重要であることに留意すること。 

 

２．震源を特定せず策定する地震動 

震源を特定せず策定する地震動は、震源と活断層を関連付けることが困難な過

去の内陸地殻内地震について得られた震源近傍の観測記録を基に策定する必要

がある。しかし、現時点では利用できる観測記録が少ないことから、最新の知見

に照らして個別にその妥当性を確認しなければならない。 
 

（解説） 

２．震源を特定せず策定する地震動 

震源を特定せず策定する地震動は、最近の観測記録等を踏まえ、その妥当性

が検証されていることが望ましい。しかし、十分な観測記録が得られない場合

には、最新の知見に基づく検討により妥当性が確認されている必要がある。例

えば、地震調査研究推進本部による「震源断層を予め特定しにくい地震」の最

大規模等を参考に、当該地域の地震発生様式から設定した地震規模の震源断層

を想定し、震源近傍の面的な地震動評価を行い、その地震動レベルから妥当性

を確認すること等が参考例として挙げられる。 

 

３．基準地震動の評価 

 基準地震動 Ss は、敷地ごとに震源を特定して策定する地震動及び震源を特定

せず策定する地震動の評価結果を踏まえて適切に策定されていること。 

 

（解説） 

３．基準地震動の評価 
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（１）応答スペクトルに基づく地震動評価による基準地震動 Ss は、検討用地

震ごとに評価した応答スペクトルを下回らないように設計用応答スペク

トルを設定し、継続時間、振幅包絡線の経時的変化を考慮して策定する必

要がある。 

 

（２）断層モデルを用いた手法による地震動評価の結果が、応答スペクトルに

基づく地震動評価の結果に比較して全周期帯にわたって小さい場合には、

応答スペクトルに基づく地震動評価により策定した基準地震動 Ss で代表

させることができる。 

 

４．入力地震動 

 基準地震動 Ss に基づき入力地震動を評価するに当たっては、解放基盤表面か

らの地震波の伝播特性を適切に考慮すること。 

 

（解説） 

４．入力地震動 
（１）入力地震動の評価に当たって地震波の伝播特性を考慮する際には、敷地

周辺の地質・地質構造の調査及び地盤調査の結果に基づき、地盤の物理・

力学特性等を適切に設定する必要がある。 

 

（２）入力地震動については、その妥当性を敷地における観測記録や最新の知

見に基づいて確認することが望ましい。 

 

（３）入力地震動がどのような地震動レベル、特性等であるかを把握すること

は施設の耐震安全性の確保の観点から重要であることから、入力地震動が

原子炉の設置許可申請段階で評価されていることが望ましい。 

（１）応答スペクトルに基づく地震動評価による基準地震動 Ss は、検討用地

震ごとに評価した応答スペクトルを下回らないように設計用応答スペク

トルを設定し、継続時間、振幅包絡線の経時的変化を考慮して策定する必

要がある。 

 

（２）断層モデルを用いた手法による地震動評価の結果が、応答スペクトルに

基づく地震動評価の結果に比較して全周期帯にわたって小さい場合には、

応答スペクトルに基づく地震動評価により策定した基準地震動 Ss で代表

させることができる。 

 

４．入力地震動 

 基準地震動 Ss に基づき入力地震動を評価するに当たっては、解放基盤表面か

らの地震波の伝播特性を適切に考慮すること。 

 

（解説） 

４．入力地震動 

（１）入力地震動の評価に当たって地震波の伝播特性を考慮する際には、敷地

周辺の地質・地質構造の調査及び地盤調査の結果に基づき、地盤の物理・

力学特性等を適切に設定する必要がある。 

 

（２）入力地震動については、その妥当性を敷地における観測記録や最新の知

見に基づいて確認することが望ましい。 

 

（３）入力地震動がどのような地震動レベル、特性等であるかを把握すること

は施設の耐震安全性の確保の観点から重要であることから、入力地震動が

原子炉の設置許可申請段階で評価されていることが望ましい。 
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ⅲ．建物・構築物の地盤の支持性能の評価 

建物・構築物が設置される地盤は、想定される地震力、地震発生に伴う地殻変

動及び断層変位に対して十分な支持性能をもつ必要がある。 
建物・構築物の地盤の支持性能の評価においては、次に示す各事項の内容を満

足していなければならない。ただし、耐震設計上考慮する活断層の露頭が確認さ

れた場合、その直上に耐震設計上の重要度分類Ｓクラスの建物・構築物を設置す

ることは想定していないことから、本章に規定する事項については適用しない。 
 

（解説） 

ⅲ．建物・構築物の地盤の支持性能の評価 

上記ただし書については、耐震設計上の重要度分類Ｓクラスの建物・構築物

の真下に耐震設計上考慮する活断層の露頭が確認される場合、その活断層の将

来の活動によって地盤の支持性能に重大な影響を与えるような断層変位が地

表にも生じる可能性を否定できないことから、そのような場所における当該建

物・構築物の設置は想定していないという趣旨である。なお、地震を発生させ

うる断層（主断層）と構造的に関係する副断層についても 上記ただし書を適

用する。 
 

１．建物・構築物の地盤の支持性能の評価の考え方 

（１）建物・構築物の地盤の支持性能は、施設の耐震設計上の重要度に応じて地

盤モデル、地盤パラメータ、地震力、地震発生に伴う地殻変動及び断層変位

を適切に設定し、解析により評価すること。 

 

（２）建物・構築物が設置される地盤が第四紀層等の砂地盤又は砂礫地盤で地下

 

 

Ⅴ．建物・構築物の地盤の支持性能の評価 

建物・構築物が設置される地盤は、想定される地震力及び地震発生に伴う断層

変位に対して十分な支持性能をもつ必要がある。 

建物・構築物の地盤の支持性能の評価においては、次に示す各事項の内容を満

足していなければならない。ただし、耐震設計上考慮する活断層の露頭が確認さ

れた場合、その直上に耐震設計上の重要度分類Ｓクラスの建物・構築物を設置す

ることは想定していないことから、本章に規定する事項については適用しない。 

 

（解説） 

 

上記ただし書については、耐震設計上の重要度分類Ｓクラスの建物・構築物

の真下に耐震設計上考慮する活断層の露頭が
確認される場合、その活断層の将

来の活動によって地盤の支持性能に重大な影響を与えるよう
な断層変位が地

表にも生じる可
性を否定できないことから、そのような場所における当該建


物・構築物の設置は想定していないという趣旨である。なお、地震を発生させ

うる断層（主断層）と構造的に関係する副断層についても、上記ただし書を適

用する。 

 

１．建物・構築物の地盤の支持性能の評価の考え方 

（１）建物・構築物の地盤の支持性能は、施設の耐震設計上の重要度に応じて地

盤モデル、地盤パラメータ、地震力及び地震発生に伴う断層変位を適切に設

定し、解析により評価すること。 

 

（２）建物・構築物が設置される地盤が第四紀層等の砂地盤又は砂礫地盤で地下
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水位が高い場合には、液状化の可能性を考慮した検討を行うこと。 

 

（解説） 

１．建物・構築物の地盤の支持性能の評価の考え方 

（１）地震力に対する評価は、地震時の動的な地震動効果を静的な地震力とし

て作用させる静的な解析（以下単に「静的な解析」という。）と動的な地

震動効果を直接作用させる動的な解析によって総合的に行う必要がある。 

 

（２）地震力は、以下により設定して用いる必要がある。 

① 入力地震動は、水平及び上下方向の基準地震動 Ss を基に設定し、そ

れらを同時に解析モデルに作用させる。 

② 静的な解析においては、基準地震動 Ss を基に地盤の振動応答性状を

考慮できる適切な方法により水平及び上下方向の地震力を各々算出し、

境界条件を考慮して水平・上下別々に作用させる。 

 

（３）地震発生に伴う断層変位に対する評価において、地震を発生させうる断

層（主断層）と構造的に関係する副断層についても、その変位に関しては、

主断層と同様の取扱いをする必要がある。 

 

（４）地震発生に伴う地殻変動及び断層変位に対する評価に当たっては、その

地殻変動及び断層変位により建物・構築物が設置される地盤に生じる変

位・変形を数値計算等によって評価する必要がある。その際、過去に生じ

た地形面や地層の変位・変形に関するデータ及び地殻変動量を活用するこ

とにより、数値計算等の妥当性が確認されていることが望ましい。 

なお、調査・試験によって適切なデータが得られていない場合にあっ

ては、不確かさ（ばらつき）を考慮してパラメータが設定されているこ

水位が高い場合には、液状化の可能性を考慮した検討を行うこと。 

 

（解説） 

１．建物・構築物の地盤の支持性能の評価の考え方 

（１）地震力に対する評価は、地震時の動的な地震動効果を静的な地震力とし

て作用させる静的な解析（以下単に「静的な解析」という。）と動的な地

震動効果を直接作用させる動的な解析によって総合的に行う必要がある。 

 

（２）地震力は、以下により設定して用いる必要がある。 

① 入力地震動は、水平及び上下方向の基準地震動 Ss を基に設定し、そ

れらを同時に解析モデルに作用させる。 

② 静的な解析においては、基準地震動 Ss を基に地盤の振動応答性状を

考慮できる適切な方法により水平及び上下方向の地震力を各々算出し、

境界条件を考慮して水平・上下別々に作用させる。 

 

（３）地震発生に伴う断層変位に対する評価において、地震を発生させうる断

層（主断層）と構造的に関係する副断層についても、その変位に関しては、

主断層と同様の取扱いをする必要がある。 

 

（４）地震発生に伴う断層変位に対する評価に当たっては、その断層変位によ

り建物・構築物が設置される地盤に生じる変位・変形を数値計算等によっ

て評価する必要がある。その際、過去に生じた地形面や地層の変位・変形

に関するデータを活用することにより、数値計算等の妥当性が確認されて

いることが望ましい。 

なお、調査・試験によって適切なデータが得られていない場合にあっ

ては、不確かさ（ばらつき）を考慮してパラメータが設定されているこ
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と及びその設定の考え方を明確にすることが必要である。 

 

２．建物・構築物が設置される地盤のモデル化 

（１）建物・構築物が設置される地盤については、地盤等級区分、各種の調査や

試験の結果に基づいて、地盤の構造、境界条件、地盤の物理・力学特性（動

的及び静的）等を適切にモデル化すること。 

 

（２）建物・構築物が設置される地盤の力学的な構成関係及びそれに含まれる地

盤パラメータは、調査・試験の結果に基づいて適切に定めること。 

 

（解説） 

２．建物・構築物が設置される地盤のモデル化 

（１）敷地の調査に基づいて地盤の力学特性をモデル化する際には、最新の知

見に基づいて行う必要がある。 

 

（２）試験結果における試料や試験地盤の乱れの影響、岩盤の力学特性におけ

る異方性、不連続面、不均質性の影響等を考慮して力学的な地盤パラメー

タを設定する必要がある。 

 

（３）建物・構築物の地盤の支持性能の評価に際しては、調査・試験結果の不

確かさ（ばらつき）を適切に考慮し、地盤のモデル化に反映する必要があ

る。また、建物・構築物の地盤の支持性能に影響を及ぼすと考えられる断

層破砕帯等の弱層については、特に力学特性の不均質性を考慮して評価す

る必要がある。 

 

（４）複数の調査や試験の結果によって同一の力学特性が評価される場合に

と及びその設定の考え方を明確にすることが必要である。 

 

２．建物・構築物が設置される地盤のモデル化 

（１）建物・構築物が設置される地盤については、地盤等級区分、各種の調査や

試験の結果に基づいて、地盤の構造、境界条件、地盤の物理・力学特性（動

的及び静的）等を適切にモデル化すること。 

 

（２）建物・構築物が設置される地盤の力学的な構成関係及びそれに含まれる地

盤パラメータは、調査・試験の結果に基づいて適切に定めること。 

 

（解説） 

２．建物・構築物が設置される地盤のモデル化 

（１）敷地の調査に基づいて地盤の力学特性をモデル化する際には、最新の知

見に基づいて行う必要がある。 

 

（２）試験結果における試料や試験地盤の乱れの影響、岩盤の力学特性におけ

る異方性、不連続面、不均質性の影響等を考慮して力学的な地盤パラメー

タを設定する必要がある。 

 

（３）建物・構築物の地盤の支持性能の評価に際しては、調査・試験結果の不

確かさ（ばらつき）を適切に考慮し、地盤のモデル化に反映する必要があ

る。また、建物・構築物の地盤の支持性能に影響を及ぼすと考えられる断

層破砕帯等の弱層については、特に力学特性の不均質性を考慮して評価す

る必要がある。 

 

（４）複数の調査や試験の結果によって同一の力学特性が評価される場合に
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は、最新の知見に基づいて、これらの結果を可能な限り合理的に説明する

ことが望ましい。 

 

３．建物・構築物の地盤の支持性能の評価の方法 

 建物・構築物の地盤の支持性能の評価に当たっては、地盤の変位・変形、地盤

要素の応力やひずみの状態等を考慮して、地盤の支持力、地盤内のすべり、建物・

構築物基礎の沈下及び傾斜等について、解析の結果に基づき評価すること。 
 

（解説） 

３．建物・構築物の地盤の支持性能の評価の方法 

（１）建物・構築物が設置される地盤の支持力に対する評価は、原則として、

解析の結果に基づき、地盤の接地圧及び不安定領域の分布・性状を考慮し

て行う必要がある。 

 

（２）建物・構築物が設置される地盤内のすべりに対する評価は、解析の結果

に基づき、地盤のすべり安全率により行う必要がある。 

 

（３）建物・構築物基礎の沈下及び傾斜に対する評価では、解析の結果に基づ

き、施設の安全機能に重大な影響を及ぼすような建物・構築物基礎の沈下

及び傾斜が生じないことを確認する必要がある。 

 

（４）地震発生に伴う地殻変動及び断層変位に対する建物・構築物の地盤の支

持性能の評価においては、地盤の鉛直断面内の変位が施設に及ぼす影響の

ほか、断層変位に横ずれ成分がある場合には、水平面内の変形が施設に及

ぼす影響も評価する必要がある。 

 

は、最新の知見に基づいて、これらの結果を可能な限り合理的に説明する

ことが望ましい。 

 

３．建物・構築物の地盤の支持性能の評価の方法 

 建物・構築物の地盤の支持性能の評価に当たっては、地盤の変位・変形、地盤

要素の応力やひずみの状態等を考慮して、地盤の支持力、地盤内のすべり、建物・

構築物基礎の沈下及び傾斜等について、解析の結果に基づき評価すること。 

 

（解説） 

３．建物・構築物の地盤の支持性能の評価の方法 

（１）建物・構築物が設置される地盤の支持力に対する評価は、原則として、

解析の結果に基づき、地盤の接地圧及び不安定領域の分布・性状を考慮し

て行う必要がある。 

 

（２）建物・構築物が設置される地盤内のすべりに対する評価は、解析の結果

に基づき、地盤のすべり安全率により行う必要がある。 

 

（３）建物・構築物基礎の沈下及び傾斜に対する評価では、解析の結果に基づ

き、施設の安全機能に重大な影響を及ぼすような建物・構築物基礎の沈下

及び傾斜が生じないことを確認する必要がある。 

 

（４）地震発生に伴う断層変位に対する建物・構築物の地盤の支持性能の評価

においては、地盤の鉛直断面内の変位が施設に及ぼす影響のほか、断層変

位に横ずれ成分がある場合には、水平面内の変形が施設に及ぼす影響も評

価する必要がある。 
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（５）建物・構築物が設置される地盤の支持性能の評価を原位置試験（サウン

ディング、原位置岩盤試験）の結果に基づいて行う場合には、寸法効果の

影響を考慮する必要がある。 

 

 

 

ⅳ．周辺斜面に対する考慮 

 
 
 
 
施設の周辺斜面の安全性に関しては、解析結果に基づき、地質・地盤の構造、

地盤等級区分、液状化の可能性等を考慮して、すべり安全率等により評価するこ

と。この際、評価に用いる地盤モデル、地盤パラメータや地震力の設定等は、「Ⅲ．

ⅲ．建物・構築物の地盤の支持性能の評価」に準じて行うこと。 
 

 

（解説） 
ⅳ．周辺斜面に対する考慮 
（１）評価の対象は、斜面の法尻と施設との離間距離が、約 50m 以内あるいは

斜面の高さの約 1.4 倍以内にある斜面とする。 

 

（２）施設の周辺斜面の安全性の評価に当たっては、地下水調査及び降雨の計

測を行い、周辺の地下水流動場及び発生する可能性が高い降雨強度等を適

切に考慮して地下水位を想定する必要がある。 
 

（５）建物・構築物が設置される地盤の支持性能の評価を原位置試験（サウ

ンディング、原位置岩盤試験）の結果に基づいて行う場合には、寸法効果

の影響を考慮する必要がある。 

 

 

 

Ⅵ．地震随伴事象に対する考慮 

地震随伴事象については、次に示す各事項の内容を満足していなければならな

い。 

 

１．施設の周辺斜面の安全性の評価 

施設の周辺斜面の安全性に関しては、解析結果に基づき、地質・地盤の構造、

地盤等級区分、液状化の可能性等を考慮して、すべり安全率等により評価するこ

と。この際、評価に用いる地盤モデル、地盤パラメータや地震力の設定等は、「Ⅴ．

建物・構築物の地盤の支持性能の評価」に準じて行うこと。 

 

 

（解説） 

１．施設の周辺斜面の安全性の評価 

（１）評価の対象は、斜面の法尻と施設との離間距離が、約 50m 以内あるいは

斜面の高さの約 1.4 倍以内にある斜面とする。 

 

（２）施設の周辺斜面の安全性の評価に当たっては、地下水調査及び降雨の計

測を行い、周辺の地下水流動場及び発生する可能性が高い降雨強度等を適

切に考慮して地下水位を想定する必要がある。 
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Ⅳ．津波に対する安全設計方針 
ⅰ．基準津波の策定 
１．津波の発生要因 

津波を発生させる要因として、プレート間地震、海洋プレート内地震及び海域

の活断層による地殻内地震、並びに津波を発生させる可能性のあるその他の事象

を考慮すること。 
 

(解説) 

１．津波の発生要因 

（１）プレート間地震では、津波を発生させる要因として、以下の事象を考慮

すること。 

① プレート境界での大きなすべりにより強い揺れと大きな津波を生成

する地震 
② プレート境界（海溝近傍）でのゆっくりとした大きなすべりにより

強い揺れは伴わないが大きな津波を生成する津波地震 
③ 上記①、②の同時発生 

 

（２）海洋プレート内地震では、津波を発生させる要因として、海溝軸の外側

で発生する地震を考慮すること。 

 

（３）その他津波を発生させる要因として、地すべり、斜面崩壊の要因となる

事象（地震、火山現象、豪雨等）を適切に考慮すること。また、活断層が

少ない地域においても、過去に地すべりや斜面崩壊が発生したことを示す

地形や地質構造が見られる場合には、地すべりや斜面崩壊による津波の発

生を適切に考慮すること。 
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（４）地震の連動、地震と地すべり等の組合せについても考慮すること。 

 

２．基準津波の策定 

（１）基準津波は、Ⅳ．ⅰ．１．の発生要因を考慮した波源モデルに基づき、津

波の伝播の影響等を踏まえた津波（以下「検討用津波」という。）を複数作

成して検討した上で、安全側の評価となるよう策定すること。 

 

（２）基準津波の策定に当たっては、最新の知見に基づき、十分な不確かさ（ば

らつき）を考慮すること。 

 

(解説) 

２．基準津波の策定 

（１）基準津波は、水位変動、流速、砂移動等を考えた上で、人工構造物の影

響を受けない敷地沿岸域に入射する時刻歴波形として複数選定されるも

のとする。 

 

（２）検討用津波の波源及び波源モデルの設定に当たっては、以下の点を考慮

すること。 
① プレート形状、すべり欠損分布、断層形状、地形・地質並びに火山の

位置等から考えられる適切な規模の津波波源を考慮すること。その際に

は、以下に掲げる事項に留意する必要があることから、過去に国内のみ

ならず世界で起きた大規模な津波事例を踏まえ、津波の発生機構やテク

トニクス的背景の類似性を考慮した上で、検討を行うこと。 
ａ）津波堆積物の調査は、調査範囲や場所に限界もあり、調査を行って

も津波堆積物が確認されない場合があること。また、津波堆積物調査
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から得られる津波堆積物の分布域及び分布高度は、実際の浸水域及び

浸水高・遡上高より小さいこと。 
ｂ）津波の規模の想定は、津波に係る直接的な調査だけでは限界がある

こと。 
ｃ）大規模な津波を発生させる巨大地震や津波地震は、沈み込みプレー

ト境界では、過去の事例の有無や場所に関わらずその発生を否定でき

ないこと。 
ｄ）地震や津波の発生域と規模は、過去の事例によるだけではそれを超

えるものが発生する可能性を否定したことにはならないこと。 
② プレート間地震については、地震発生域の深さの下限から海溝軸まで

が震源域となる地震（断層幅が飽和するような地震）を考慮すること。

その際、テクトニクス的背景を考慮して、深部における低周波地震・微

動の発生域までを深さの下限として設定すること。 
③ 遠地津波に対しても、国内のみならず世界の事例を踏まえ、検討を行

うこと。その際、遠地津波は海面の振動継続時間や周期が長いこと、後

続波が大きく増幅する可能性があること等を踏まえ、適切な再現時間を

検討すること。 
④ 津波波源のモデル化に当たっては、各種パラメータの不確かさ（ばら

つき）及びすべりの不均一性等を考慮すること。特に、地震時のすべり

量の大きさは津波波源の規模に大きな影響を与えるため、適切に設定す

ること。また、複数の震源が連動して破壊が広範囲に及ぶことが想定さ

れる場合には、震源ごとの破壊開始時間の違い及び継続時間を考慮する

こと。 
⑤ 津波の再現時間はエッジ波（陸棚波）等の効果を考慮し十分長く設定

すること。 
⑥ 山体崩壊や海底の地すべり等メカニズム自体が解明されていないも
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のについては、モデルの選定に当たって十分な検討を行うこと。 
 
（３）検討用津波に加え、他の地域において発生した大規模な津波の沖合での

水位変化が観測されている場合には、津波の発生機構やテクトニクス的背

景の類似性を考慮した上で、その水位変化を入力することにより得られる

津波についても検討すること。その際、入力する水位変化が観測された海

域における地形の影響を考慮する必要がある場合には、適切に補正するこ

と。 
 
（４）複数の検討用津波から基準津波を選定する際には、その規模が、敷地周

辺における津波堆積物等の地質学的証拠や歴史記録等から推定される津

波の規模を超えることを確認すること。なお、歴史記録については、震源

像が明らかにできない場合であっても規模が大きかったと考えられるも

のについて十分に考慮すること。 

 

ⅱ．津波に係る調査 

津波に対する安全性を評価するために必要な調査は、「Ⅲ．i．１．敷地周辺の

活断層調査」の「１．１ 既存文献の調査、変動地形学的調査、地表地質調査、

地球物理学的調査」及び「１．２ 陸域・海域の特性を踏まえた調査」に掲げた

調査に加え、次に示す各事項の内容を満足していなければならない。 

 

１．津波の発生要因に係る調査及び波源モデルの設定等に必要な調査 

（１）調査の範囲 

① 広範囲の文献調査に基づいて必要な情報を収集し、津波の波源となる可

能性のある領域を特定し、必要に応じて野外調査を実施すること。 

② 遠地津波も含めた過去の津波来襲実績を踏まえ、施設に影響を与えるお
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それがある津波を把握するために必要な調査範囲を設定すること。その

際、地震動評価のための調査範囲より相当広くなることに注意が必要であ

る。 

③ 津波の発生機構に応じ、特に詳細に調査すべき場所を適切に設定するこ

と。 

 
（２）海域の活断層による地殻内地震、プレート間地震、海洋プレート内地震に

関する調査 
① 地震動評価のための調査（特に、断層及びプレートの形状、地震時のす

べり量、断層の位置、震源領域の広がり等に関する地形・地質学的調査、

地震学的調査及び地球物理学的調査等）に加え、プレート間のすべり欠損

の時空間分布に係る調査を行うこと。また、過去に敷地周辺に津波を来襲

させた可能性のある海域の地殻内地震について、断層のずれにより海底面

に生じた１回当たりの変形や変位量に係る検討を行うこと。 
② 発生機構やテクトニクス的背景が類似のプレート境界で過去に発生し

た国内及び世界の津波の事例について調査すること。 

 
（３）火山現象、地すべり、斜面崩壊に関する調査 

① 過去に敷地周辺に津波を来襲させた可能性のある火山現象（噴火、山体

崩壊、カルデラ陥没等）、地すべり及び斜面崩壊の痕跡、分布、規模等に

ついて調査を行うこと。なお、海域の斜面崩壊や地すべり等の痕跡調査に

当たっては、調査目的に応じて複数の調査技術を用いて広域的概査から局

地的精査を段階的に実施し、斜面崩壊や地すべり等の分布、規模、発生時

期等の検討を種々の解析手法を用いて行うこと。 

② 国内及び世界で過去に発生した火山現象、地すべり及び斜面崩壊を要因

とする津波の事例について調査すること。 
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２．敷地周辺に来襲した可能性のある津波に係る調査 

（１）津波の観測記録、古文書等に記された歴史記録、伝承、考古学的調査の資

料等の既存文献等の調査・分析により、敷地周辺において過去に来襲した可

能性のある津波の発生時期、規模、要因等について、できるだけ過去にさか

のぼって把握すること。 

 

（２）敷地周辺における津波堆積物調査、地震時の地殻変動に関する調査等によ

り津波の痕跡に係る調査を行い、その発生時期、規模（津波高、浸水域等）

について把握すること。 

 

３．津波の伝播経路に係る調査 

津波波源から敷地周辺までの津波伝播範囲における陸域及び海域の地形に関

する資料等の調査を行うこと。 

 

４．砂移動の評価に必要な調査 

津波による砂移動の評価を行うための底質（砂の粒径や比重、水平及び鉛直分

布等）に関する資料等の調査を行うこと。なお、底質に関して公開されている資

料等が存在しない場合は自ら調査等を行うこと。 

 

(解説) 

２．敷地周辺に来襲した可能性のある津波に係る調査 

（１）歴史記録や伝承の信頼性については、複数の専門家による客観的な評価

を参照すること。 

 

（２）津波堆積物の調査においては、地形の形成過程や周辺の堆積物の分布条
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件に応じて適切な手法を組み合わせて行うこと。また、深海底の崩壊堆積

物（地震性タービダイト）についても資料等の調査を行うこと。 

 

３．津波の伝播経路に係る調査 

（１）エッジ波（陸棚波）の発生も考慮して、調査対象とする津波伝播範囲は

十分広域にとること。 

 

（２）浅海域の地形は敷地に来襲する津波への影響が大きいため、詳細な調査

を行うこと。 

 

（３）公開されている資料等が存在しない場合や精度が不十分である場合は必

要な範囲で測深等を行うこと。 

 

（４）信頼性が高い重要な津波痕跡がある場合は、波源から痕跡までの範囲に

ついても信頼性の高い地形情報を得ること。なお、発生当時の地形が現在

と異なる場合は当時の地形を調査すること。 

 

 

ⅲ．津波に対する安全性の評価 

１．陸域及び海域の地形データ、構造物等を考慮し、基準津波による水位変動（水

位上昇・水位低下）及び砂移動等について適切に評価し、基準津波によって施

設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないことを確認すること。 
 
２．敷地周辺に河川がある場合には、河口から津波が遡上することにより施設の

安全機能が重大な影響を受けるおそれがないことを確認すること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．津波に対する安全性の評価 

施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があると想定する

ことが適切な津波（以下「想定津波」という。）による水位変動及び砂移動等に

ついて、妥当性を確認した数値計算等を用いて適切に評価し、施設の安全機能が

重大な影響を受けるおそれがないことを確認すること。 
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（解説） 

ⅲ．津波に対する安全性の評価 

１．基準津波による施設の安全性評価 

（１）基準津波によって施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないこ

とについて、主に以下を確認すること。 

① 水位上昇については、施設設置位置（敷地高さ）や津波に対する防御

施設の設置等により敷地に津波を浸入させないこと。また、開口部等か

ら施設に津波が浸入しないこと。 
② 水位低下については、必要な時間、取水が確保できること。 
③ 砂移動については、取水口等の閉塞によって取水の妨げにならないこ

と。 
 

（２）（１）の確認に当たっては、次に示す各事項に留意しなければならない。 

① 港湾内の局所的な津波による海面の固有振動の励起を適切に評価す

ること。 
② 地震により陸域の沈降が想定される場合には、想定される地震の震源

モデルから算定される地殻変動量を考慮すること。 
③ 台風等による高潮発生時に津波が来襲する場合を考慮すること。 
④ 津波に対する防御施設等に関しては、その構造に応じ、侵食や洗掘に

対する抵抗性、すべりや転倒に対する安定性を評価（波力、地震力を考

慮）し、浸水防御性能が損なわれること等がないことを確認すること。 
 

 

ⅳ．数値計算等に係る留意事項 

１．基準津波の策定、波源のモデル化、水位変動及び砂移動の評価等に当たって

は、妥当性を確認した数値計算等を用いること。 

（解説） 

２．津波に対する安全性の評価 

（１）数値計算等の妥当性の検討においては、敷地周辺に到達したと考えら

れる既往津波の再現性を確認する必要がある。 

 

（２）津波波源を規定する各パラメータは、想定津波において種々の不確か

さ（ばらつき）が存在することから、合理的な範囲で幅を持たせる必要

がある。 

 

（３）既往津波の調査、想定津波の設定、数値計算法、パラメータスタディ、

津波波源の不均一性、設計津波水位及び砂移動の評価等については、最

新の知見を十分に反映させる必要がある。 
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２．津波による砂移動、山体崩壊や斜面崩壊による津波波源のモデル化等評価方

法が確立していないものについては、複数の方法を用いて総合的に評価するこ

と等により最適化を図り、安全側の判断を行うこと。 

 

３．数値計算等に当たっては、Ⅳ．ⅱ．の調査結果に基づき、現地の実態と精度

よく合致した陸域及び海域の地形データを作成すること。特に、敷地周辺の浅

い海域での地形条件を精度良く再現することが重要である。 

 

(解説) 

ⅳ．数値計算等に係る留意事項 

数値計算等の妥当性の検討においては、敷地周辺に来襲したと考えられる既

往最大の津波（信頼性のあるデータを有するもの）の再現性を確認する必要が

ある。なお、再現
性の確認に使用する津波の痕跡が存在する場所において、そ

の周辺における津波発生当時の地形が現在と異なる場合には、その差異を適切

に考慮すること。 

 

 

Ⅴ．調査に関する信頼性等 

調査に関する信頼性等については、次に示す各事項の内容を満足していなけれ

ばならない。 

 

ⅰ．調査に関する信頼性 
（１）調査手法については、技術進歩を踏まえつつ新しい手法の適用の妥当性を

検討した上で、適用条件及び手法の精度等を考慮し、適切なものが選択され

ていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ．調査に関する信頼性等 

調査に関する信頼性等については、次に示す各事項の内容を満足していなけれ

ばならない。 

 

１．調査に関する信頼性 

（１）調査手法については、技術進歩を踏まえつつ新しい手法の適用の妥当性を

検討した上で、適用条件及び手法の精度等を考慮し、適切なものが選択され

ていること。 

 



40 
 

（２）空中写真、断層露頭やトレンチ壁面等の写真やスケッチ、弾性波探査記録、

試掘坑調査のスケッチ、地盤材料試験（岩石試験、土質試験）・原位置試験

（サウンディング、原位置岩盤試験）の結果、ボーリング柱状図等の調査原

資料は、調査目的に応じた十分な精度と信頼性を有していること。 

 

 

（解説） 

ⅰ．調査に関する信頼性 

（１）調査結果については、各種資料が十分な精度と信頼性を有していること

を示す必要がある。 

 

（２）安全審査に当たっては、できる限り原資料を確認することが望ましい。 

 

ⅱ．調査結果の表示 

（１）敷地周辺の地質・地質構造の調査及び地盤調査の結果により作成された地

質平面図、地質断面図及び速度構造図等は、それらの調査において実施した

各種調査や試験の結果等に基づき適切に表示されていること。 

 

（２）建物・構築物が設置される地盤の詳細な地質・地質構造を把握するための

調査が複数の手法によって実施される場合には、それぞれの調査及び試験の

結果が適切に反映された地質平面図、地質断面図、地盤等級区分断面図が表

示されていること。 

 

（解説） 

ⅱ．調査結果の表示 

（１）活断層、活撓曲、活褶曲、広域的な地形面等の変位・変形を総合的に把

（２）空中写真、断層露頭やトレンチ壁面等の写真やスケッチ、弾性波探査記録、

試掘坑調査のスケッチ、地盤材料試験（岩石試験、土質試験）・原位置試験

（サウンディング、原位置岩盤試験）の結果、ボーリング柱状図等の調査原

資料は、調査目的に応じた十分な精度と信頼性を有していること。 

 

 

（解説） 

１．調査に関する信頼性 

（１）調査結果については、各種資料が十分な精度と信頼性を有していること

を示す必要がある。 

 

（２）安全審査に当たっては、できる限り原資料を確認することが望ましい。 

 

２．調査結果の表示 

（１）敷地周辺の地質・地質構造の調査及び地盤調査の結果により作成された地

質平面図、地質断面図及び速度構造図等は、それらの調査において実施した

各種調査や試験の結果等に基づき適切に表示されていること。 

 

（２）建物・構築物が設置される地盤の詳細な地質・地質構造を把握するための

調査が複数の手法によって実施される場合には、それぞれの調査及び試験の

結果が適切に反映された地質平面図、地質断面図、地盤等級区分断面図が表

示されていること。 

 

（解説） 

２．調査結果の表示 

（１）活断層、活撓曲、活褶曲、広域的な地形面等の変位・変形を総合的に把
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握できるよう、これらに関する調査結果等を適切に取りまとめた図を整理

して作成する必要がある。 

また、活断層は、中期更新世以前に活動した断層や褶曲と関連する場合

もあるため、これらの情報を明記した図を作成することが望ましい。 

 

（２）評価の際に用いる資料の縮尺等については、以下を原則とする。 

  ① 半径 30km 範囲に関する調査結果をまとめた図は、原縮尺 20 万分の 1

以上で作成する。 

  ② 活断層等に関する調査結果をまとめた図は、調査地域ごとに原縮尺２

万５千分の１以上で作成する。 

  ③ 断層露頭及びトレンチ壁面のスケッチや写真は、原縮尺 20 分の１以

上で作成する。 

 

（３）陸域・海域の弾性波探査記録の断面図は、地質構造を解釈する上で適切

な縮尺や縦横比で作成することが必要である。その際、多重反射やノイズ

の除去処理等のデータ処理を必要に応じて適切に行うこと。 

（４）炉心予定位置より少なくとも半径１km の範囲については、原縮尺５千

分の１以上で作成された地質平面図及び鉛直地質断面図（少なくとも直交

２方向又はこれに準ずる２方向）として表示することが必要である。 

 

（５）建物・構築物が設置される地盤については、原則として施設の基礎底面

レベルにおける原縮尺千分の１以上で作成された水平地質断面図・水平断

面地盤等級区分図（それぞれ少なくとも 1つずつ）及び炉心予定位置を通

り互いに直交する同縮尺の鉛直地質断面図・鉛直断面地盤等級区分図（そ

れぞれ２つ以上）を表示する必要がある。 

 

握できるよう、これらに関する調査結果等を適切に取りまとめた図を整理

して作成する必要がある。 

また、活断層は、中期更新世以前に活動した断層や褶曲と関連する場合

もあるため、これらの情報を明記した図を作成することが望ましい。 

 

（２）評価の際に用いる資料の縮尺等については、以下を原則とする。 

  ① 半径 30km 範囲に関する調査結果をまとめた図は、原縮尺 20 万分の 1

以上で作成する。 

  ② 活断層等に関する調査結果をまとめた図は、調査地域ごとに原縮尺２

万５千分の１以上で作成する。 

  ③ 断層露頭及びトレンチ壁面のスケッチや写真は、原縮尺 20 分の１以

上で作成する。 

 

（３）陸域・海域の弾性波探査記録の断面図は、地質構造を解釈する上で適切

な縮尺や縦横比で作成することが必要である。その際、多重反射やノイズ

の除去処理等のデータ処理を必要に応じて適切に行うこと。 

（４）炉心予定位置より少なくとも半径１km の範囲については、原縮尺５千

分の１以上で作成された地質平面図及び鉛直地質断面図（少なくとも直交

２方向又はこれに準ずる２方向）として表示することが必要である。 

 

（５）建物・構築物が設置される地盤については、原則として施設の基礎底面

レベルにおける原縮尺千分の１以上で作成された水平地質断面図・水平断

面地盤等級区分図（それぞれ少なくとも 1つずつ）及び炉心予定位置を通

り互いに直交する同縮尺の鉛直地質断面図・鉛直断面地盤等級区分図（そ

れぞれ２つ以上）を表示する必要がある。 
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（６）試掘坑での調査結果について、岩石等の種類、地質境界、断層・破砕帯

等の分布・規模・性状・連続性、風化や変質の状況、地盤等級区分等が表

示された原縮尺百分の１程度の試掘坑展開図を示す必要がある。 

 

（７）ボーリング調査結果として、岩石等の種類、風化や変質の状況、破砕帯・

節理等の分布・規模・性状・連続性、地盤等級区分、コアの採取状況、地

下水理特性等が表示されたボーリング柱状図を示す必要がある。 

 

（８）地盤材料試験（岩石試験、土質試験）及び原位置試験（サウンディング、

原位置岩盤試験）の結果は、適切な図表等で示す必要がある。なお、断層

破砕帯等の弱層については、試料を採取した地盤や試験地盤の性状等を示

すこと。 

 

（９）建物・構築物が設置される地盤については、地盤等級区分に応じた地盤

の物理・力学特性を適切な図表等で表示する必要がある。 

 

 

Ⅵ．地震動の策定に係る「残余のリスク」について 

地震動の策定に係る「残余のリスク」の存在を客観的に認識し、合理的に実行

可能な方策により耐震安全性向上を目指す観点から、「残余のリスク」に対する

定量的な評価の試行的実施を進めつつ、知見の取得に努め、設計体系の高度化や

設計段階以降における活用を図ることが有効である。また、「残余のリスク」に

ついて定量的な評価を実施することは、将来の確率論的安全評価の安全規制への

本格的導入の検討に活用する観点からも意義がある。 
 

 

（６）試掘坑での調査結果について、岩石等の種類、地質境界、断層・破砕帯

等の分布・規模・性状・連続性、風化や変質の状況、地盤等級区分等が表

示された原縮尺百分の１程度の試掘坑展開図を示す必要がある。 

 

（７）ボーリング調査結果として、岩石等の種類、風化や変質の状況、破砕帯・

節理等の分布・規模・性状・連続性、地盤等級区分、コアの採取状況、地

下水理特性等が表示されたボーリング柱状図を示す必要がある。 

 

（８）地盤材料試験（岩石試験、土質試験）及び原位置試験（サウンディング、

原位置岩盤試験）の結果は、適切な図表等で示す必要がある。なお、断層

破砕帯等の弱層については、試料を採取した地盤や試験地盤の性状等を示

すこと。 

 

（９）建物・構築物が設置される地盤については、地盤等級区分に応じた地盤

の物理・力学特性を適切な図表等で表示する必要がある。 

 

 

Ⅷ．「残余のリスク」について 

「残余のリスク」の存在を客観的に認識し、合理的に実行可能な方策により耐

震安全性向上を目指す観点から、「残余のリスク」に対する定量的な評価の試行

的実施を進めつつ、知見の取得に努め、設計体系の高度化や設計段階以降におけ

る活用を図ることが有効である。また、「残余のリスク」について定量的な評価

を実施することは、将来の確率論的安全評価の安全規制への本格的導入の検討に

活用する観点からも意義がある。 
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（解説） 

Ⅵ．地震動の策定に係る「残余のリスク」について 

地震・津波審査指針では、策定された地震動の応答スペクトルがどの程度の

超過確率に相当するかを把握しておくことが望ましいとの観点から、超過確率

を安全審査において参照することとしている。これについては、最新の知見に

基づく確率論的地震ハザード解析による超過確率別スペクトルが参考情報と

なり得る。 
なお、「参照」とは、基準地震動 Ssの策定に関して、その超過確率を原子炉

の設置許可申請書に明記し、安全審査の参考情報として活用することである。 
 

 

（解説） 

Ⅷ．「残余のリスク」について 

耐震設計審査指針では、策定された地震動の応答スペクトルがどの程度の超

過確率に相当するかを把握しておくことが望ましいとの観点から、超過確率を

安全審査において参照することとしている。これについては、最新の知見に基

づく確率論的地震ハザード解析による超過確率別スペクトルが参考情報とな

り得る。 

なお、「参照」とは、基準地震動 Ssの策定に関して、その超過確率を原子炉

の設置許可申請書に明記し、安全審査の参考情報として活用することである。 
 

 


